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はじめに

本稿は、AIを用いた金融取引やサービス（以下「金融取引等」という。）
の実行が、SDGsの各目標と各ターゲット、特に、誰ひとり取り残さな
い形で市民を金融取引等に包摂することという目的を実現するための手
法として有用であるという評価を前提とする一方で、これらにより上記
の目的をよりよく達成してくためには、現時点で解決されなければなら
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ず、また、これから解決が求められることになるであろう法的諸問題が
存在していることを明らかにし、こうした諸問題を民法学の視点から検
討することを通じて、それらの諸問題の解決に向けた基本的な方向性を
示すこと、そして、AIを用いた金融取引等の実行によるSDGsの各目標
と各ターゲットの実現というより大きな課題に対して民法学的な基盤の
一端を提供することを目的とする。
以下では、まず、上記のように検討課題を設定することの意義と本稿

の問題関心をより明確にするために、その前提として、SDGsが金融取
引等とどのように関わるか、SDGsがAIとどのように関わるかを明示
し、また、現在および近い将来において想定されるAIの使われ方を前
提として、AIを用いた金融取引等の実行がSDGsの各目標と各ターゲッ
トの達成とどのように関わるかを明らかにする。そして、AIを用いた
金融取引等の実行により、誰ひとり乗り残さない形での金融取引等への
包摂、より具体的にいえば、自己決定と非差別を前提とした包摂の実現
に向けた基盤が形成されると同時に、その実現を妨げることになりかね
ない重大な法的諸問題が生じうることを指摘する（Ⅰ）。その後、こうし
た法的諸問題の一部について、AIを用いることなく実行されている金
融取引等に関わる事案でこれまで展開されてきた諸法理により適切な応
対をすることができるか、および、仮に従前の諸法理では十分な対応を
することができない場面があるとすれば、どのような形で従前の諸法理
を発展させていけば相応の解決を与えることができるかという問いを立
てて検討の対象とする。これらの問いを考察することにより、誰ひとり
取り残さない形で自己決定と非差別を前提とした金融取引等への包摂を
実現していくために、より一般的にいえば、SDGsの各目標と各ター
ゲットを達成していくために必要となる民法学的な基礎の一端を構築す
ることができるはずである（Ⅱ）。

Ⅰ．自己決定と非差別を前提とした包摂の実現とその法的課題

１．AIを用いた金融取引等とSDGsとの関係
AIを用いた金融取引等の実行との関連性を意識しながらSDGsの各目
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標と各ターゲットを丁寧に読んでいくと、その重要な到達目標の一つと
して、自己決定と非差別を前提とした金融取引等への包摂の実現という
理念が浮かび上がる（⑴）。AIを用いた金融取引等の実行は、この目的
の達成に資する側面を持つ一方で（⑵）、この目的に反する結果を生じさ
せる側面をも有している（⑶）。

⑴ AIを用いた金融取引等による自己決定と非差別を前提とした包摂
の実現
AIを用いた金融取引等の実行がSDGsの各目標および各ターゲットの

達成とどのように関わるかを明らかにするためには、その前提として、
AIを用いたものであるかどうかを問わず金融取引等一般がSDGsの各目
標および各ターゲットの達成とどのように関わるか、また、AIの存在
またはその利用がSDGsの各目標および各ターゲットの達成とどのよう
に関わるかという点を明確にしておかなければならない。
まず、SDGsの各目標と各ターゲットの中で明示的に言及されている

部分だけに素材を限定すると（２）、SDGsは、主として、誰ひとり取り残
さない社会の実現および公正さの現実化という二つの側面で金融取引等
と関わりを持つ。
第一に、SDGsにおいては、貧困をなくすため（３）、飢餓をゼロにする

ため（４）、ジェンダー平等のため（５）、働きがいと経済成長のため（６）、産業
と技術革新の基盤のために（７）、全ての人との関係で金融取引等へのアク

⑵ SDGsの各目標と各ターゲットの中で明示的に言及されていない部分まで
含めれば、AIを用いた金融取引等の実行は多くの文脈でSDGsに関わる。例
えば、ESG投資の一環としてSDGsの目標達成に取り組んでいる企業を投資
先として選定する場合に（この点については、水口剛『ESG投資：新しい資
本主義のかたち』（日本経済新聞出版・２０１７年）、アムンディ・ジャパン編
『社会を変える投資 ESG入門』（日本経済新聞出版・２０１８年）等を参照。）、
AIを用いれば人の判断による場合と比べてより適切な形でその投資先が選
定されることになるかもしれない。このことは、AIを用いた投資が間接的
にSDGsの各目標と各ターゲットの達成に貢献する可能性を持つことを示し
ている。
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セスを確保したり、その発展として、それぞれの人に即して金融取引等
をパーソナライズドしたりすることのほか（８）、より一般的には、基本
サービスや公共スペースへのアクセスを確保することが（９）、重要な目標
やターゲットとして設定されている。これらの各目標と各ターゲットで
は、誰ひとり取り残さない形で、そして、それぞれの人に適した形で各
人に金融取引等を提供することが、実現されるべき課題として認識され
ていることが分かる。
第二に、SDGsにおいては、不平等をなくすために金融市場と金融機

⑶ ターゲット１．４では、貧困層および脆弱層をはじめ、全ての男性および女
性が、マイクロファイナンスを含む金融サービスに加え、経済的資源につ
いても平等な権利を持つことができるように確保することが目標とされて
いる。また、金融取引等に限られない内容であるが、同１．bも参照。
⑷ ターゲット２．３では、女性、先住民、家族農家、牧畜民、漁業者をはじめ
とする小規模食糧生産者の農業生産性および所得を倍増させることという
目標を実現するための手段として、金融サービスへの確実かつ平等なアク
セスの確保があげられている。
⑸ ターゲット５．aでは、女性に対し、経済的資源に対する平等の権利、金融
サービスに対するアクセスを与えるための改革に着手することが目標とさ
れている。また、金融取引等に限られない内容であるが、同５．cも参照。
⑹ ターゲット８．３では、中小零細企業の設立や成長を奨励することという目
標を実現するための手段として、金融サービスへのアクセスの改善があげ
られている。また、同８．１０では、全ての人々の銀行取引、保険、金融サー
ビスへのアクセスを促進し拡大することが目標とされている。
⑺ ターゲット９．３では、特に開発途上国における小規模の製造業者その他の
企業の安価な資金貸付等の金融サービスへのアクセスを拡大することが目
標とされている。
⑻ 金融取引等に限られない内容であるが、ターゲット１０．２では、年齢、性
別、障害、人種、民族、出自、宗教、経済的地位その他の状況に関わりな
く、全ての人々の社会的、経済的、政治的な包含を促進することが目標と
されている。
⑼ ターゲット１１．１では、全ての人々の基本的サービスへのアクセスを確保
することが、同１１．７では、女性、子供、高齢者、障害者を含め、人々に安
全で包摂的かつ利用が容易な公共スペースへの普遍的なアクセスを提供す
ることが、それぞれ目標とされている。
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関に対する規制とモニタリングを改善することのほか（１０）、飢餓をゼロに
するために市場の適正な機能を確保すること（１１）、経済成長のために金融
機関の能力を向上させること（１２）、平和と公正さのために違法な資金移動
等を抑制すること（１３）に加えて、より一般的には、持続可能性に関する情
報の定期報告、法の支配、情報へのアクセス等を確保することが（１４）、目
標やターゲットとされている。これらの各目標と各ターゲットで想定さ
れている内容は、多様な側面を持つものの、金融取引等の場面に即して
いえば、適切な規制等を通じてそれらの場における公正さを実現するこ
とという形で捉えられる。そして、このことは、それ自体として重要な
意味を持つ一方で（１５）、第一の点と併せて捉えれば、誰ひとり取り残さな
い形での金融取引等への包摂という目的を実現するための前提条件とし
ても位置づけられる。
これらの整理によれば、金融取引等は、特に、個人の自己決定と非差

別を前提とした包摂の実現という点で、SDGsの各目標と各ターゲット
の達成に関わりを持つ。

⑽ ターゲット１０．５では、世界金融市場と金融機関に対する規制とモニタリ
ングを改善し、こうした規制の実施を強化することが目標とされている。
また、金融取引等に限られない内容であるが、同１０．６では、国際経済や金
融制度の意思決定における開発途上国の参加や発言力を拡大させることで、
より効果的で信用力があり説明責任のある正当な制度を実現することが目
標とされている。
⑾ ターゲット２．cでは、食料価格の極端な変動に歯止めをかけるため、食糧
市場およびデリバティブ市場の適正な機能を確保するための措置を講じ、
市場情報への適時のアクセスを容易にすることが目標とされている。
⑿ ターゲット８．１０では、国内の金融機関の能力を強化することが目標とさ
れている。
⒀ ターゲット１６．４では、違法な資金を大幅に減少させることが目標とされ
ている。また、金融取引等に限られない内容であるが、同１６．５も参照。
⒁ ターゲット１２．６では、特に大企業や多国籍企業等に対し、持続可能性に
関する情報を定期報告に盛り込むよう奨励することが、同１６．３では、法の
支配を促進することが、同１６．１０では、情報への公共アクセスを確保し、基
本的自由を保障することが、それぞれ目標とされている。
⒂ この点は、注⑴で言及した別稿で検討される。

《論 説》
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次に、SDGsは、必ずしも直接的に言及しているわけではないものの、
その内容からみて、AIの利用を通じてよりよく達成することができる
と考えられる目標やターゲットを含んでいるほか、AIの開発や普及を
それ自体の中に盛り込んでいるものとして解釈されうる目標やターゲッ
トを有している。
例えば、一部のAI倫理原則等の中で（１６）、SDGsの各目標と各ターゲッ

トとの関連でAIを位置づけることが試みられているという事実は（１７）、
前者を実証するものであり、そこには、AIという手段を用いればSDGs
の諸理念をよりよく実現していくことができるという認識が看取され
る。また、質の高い教育、ジェンダー平等、経済成長、産業と技術革新
の基盤、パートナーシップ等との関連で、科学技術等に関わるターゲッ
トが設定されているのは、後者の例として捉えられる（１８）。このことは、

⒃ さまざまなAI倫理原則等については、中川裕志「AI倫理指針の動向と
パーソナルAIエージェント」情報通信政策研究３巻２号（２０２０年）１頁以下、
福岡真之介「AI倫理原則の世界的動向」NBL１１６８号（２０２０年）４９頁以下、同
『AI・データ倫理の教科書』（弘文堂・２０２２年）等を参照。
⒄ Cf．Ethics Guidelines for Trustworthy AI（High-Level Expert Group on
Artificial Intelligence set up by the European Commission）; Recommenda-
tion of Council on Artificial Intelligence（OECD）; etc.
⒅ 例えば、全ての人々が男女の区別なく手の届く質の高い技術教育への平
等なアクセスを得られるようにすること（ターゲット４．３）、技術的、職業的
スキルを備えた若者と成人の割合を大幅に増加させること（同４．４）、脆弱層
があらゆるレベルの教育や職業訓練に平等にアクセスすることができるよ
うにすること（同４．５）、女性の能力強化促進のためICTをはじめとする実現
技術の活用を強化すること（同５．b）、多様化、技術向上、イノベーションを
通じた高いレベルの経済生産性を達成すること（同８．２）、開発途上国をはじ
めとする全ての国々の産業セクターにおける科学技術を促進し、技術能力
を向上させること（同９．５。また、同９．a、９．b、９．cも参照。）、科学技術イノ
ベーションおよびこれらのアクセスに関する南北協力、南南協力、地域
的・国際的な三角協力を向上させること（同１７．６）、後発開発途上国のため
の技術バンクおよび科学技術イノベーション能力構築メカニズムを完全運
用させ、 ICTをはじめとする実現技術の利用を強化すること（同１７．８）等が、
これに当たる。
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見方を変えれば、AIを含む科学技術の促進や普及がSDGsの諸理念の実
現に資するがゆえにそれ自体として目標やターゲットとして構成される
べきであるという理解を示すものとして、従って、前者を裏から例証す
るものとして位置づけられる。そして、こうした見方は、金融取引等の
実行の場でAIが用いられる場面にも当てはまる。
以上の検討を前提とすれば、金融取引等の実行の場でAIを利用する

ことには、金融取引等の場における公正さを確保すること、および、そ
のことを前提として誰ひとり取り残さない形でファイナンシャル・イン
クルージョンやパーソナライズドを実現していくことという点で、
SDGsの各目標と各ターゲットの達成に向けて重要な意味が存すること
が明らかとなる。

⑵ AIを用いた金融取引等が自己決定と非差別を前提とした包摂の実
現に貢献する側面
現在および近い将来において想定されるAIの使われ方を前提とする

場合、AIを用いた金融取引等の実行は、自己決定と非差別を前提とし
た包摂の実現に大きく貢献する。
一方で、誰ひとり取り残さない形で、そして、それぞれの人に適した

形で各人に金融取引等を提供することという点との関連でみると、例え
ば、以下のような形でAIを用いることによって、その目的は実現され
うる。AIによる審査やAIを用いた信用スコア等の利用によりきめ細か
な判断がされる結果、人による審査がされていた状況のもとでは融資や
信用を受けることができなかった者にも融資や信用を供与したり、従前
の審査手法では十分な融資や信用を受けることができなかった者との関
係で融資や信用の額または枠を拡大したりすることが可能となる（１９）。ま

⒆ 実例も含めて、柏木亮二『フィンテック』（日本経済新聞出版社・２０１６年）
１５１頁以下、笹川豪介「AIスコアサービスの可能性と倫理的諸問題への対応」
金法２１２３号（２０１９年）２０頁以下、福岡真之介編著『AIの法律』（商事法務・２０２０
年）３４９頁以下〔片桐秀樹〕、高口鉄平「信用スコアのサービスとしての展開
可能性――実証分析による金銭的評価――」情報法制研究８号（２０２０年）１６
頁以下等。
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た、テレマティクス保険や健康増進型医療保険等にその端緒がみられる
ように、AIによる審査やAIを用いたスコア等の利用によりきめ細かな
判断がされる結果、これまで保険契約を締結することができなかった者
にも保険を提供したり、それぞれの人に適した形で保険契約の内容を個
別化したりすることが可能となる（２０）。更に、ロボアドバイザー等の利用
により、これまで関心や十分な資力を有していなかったために金融取引
等から遠ざかっていた者にも一定の取引等を提供したり、それぞれの人
に適した形で取引等の内容を個別化したりすることが可能となる（２１）。
確かに、こうした金融取引等の場におけるAIの利用については、コ

ストの削減と効率化、債務不履行リスクの低減、虚偽申告の検知の容易
化等といった点で、これらの取引等を提供する側のメリットが大きい
が（２２）、それと並んで、多くの人が金融取引等の場に包摂されること、金

⒇ 実例も含めて、肥塚肇雄「保険会社のICTを使った危険測定と自動車保
険契約等への影響――人工知能及び自動運転を対象として――」保険学雑
誌６３６号（２０１７年）１８９頁以下、諏澤吉彦「Insurtechによるリスク評価の精緻
化と保険選択への影響」損保８０巻３号（２０１８年）７９頁以下、金菜穂「保険業
務におけるAIの活用――活用事例とリスクへの対応を中心に――」損保総
研レポート１２２号（２０１８年）４７頁以下、牛窪賢一「インシュアテックの進展
――P２P保険の事例を中心に――」損保総研レポート１２４号（２０１８年）１頁以
下、笠原康弘「諸外国の保険業界におけるIT活用の動向」損保総研レポー
ト１３３号（２０２０年）２９頁以下、福岡編・前掲注⒆３８１頁以下〔松村英寿〕等。
また、佐々木一郎「AIと損害保険ビジネス」損保８０巻４号（２０１９年）１頁以
下も参照。
21 実例も含めて、櫻井豊『人工知能が金融を支配する日』（東洋経済新報社・
２０１６年）９６頁以下、柏木・前掲注⒆１３６頁以下、長谷川紘之「証券分野にみ
るFin Techとその法的課題」NBL１０８１号（２０１６年）７１頁以下、角田美穂子ほ
か編『ロボットと生きる社会――法はAIとどう付き合う？』（弘文堂・２０１８
年）３０７頁以下〔大崎貞和〕、森口倫「市場取引、金融サービス、コンプライ
アンスにおけるAIの活用」ビジネス法務２０１８年２月号８８頁以下等。
22 ビクター・マイヤー・ショーンベルガー＝トーマス・ランジ（斉藤栄一郎
訳）『データ資本主義』（NTT出版・２０１９年）１５５頁以下、小倉義明「金融――
金融ビジネスとその変容」山本勲編著『人工知能と経済』（勁草書房・２０１９
年）１２７頁以下等。
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融取引等が個別化され、最適な取引やポートフォリオの形成、適正な支
払額の実現、手数料の削減等が図られること、また、金融取引等が小額
化、短期化、細分化、迅速化されるなどして、マイクロファイナンスが
実現されること等の面で、これらの取引等の提供を受ける側のメリット
も大きい。そして、こうした双方のメリットが相まって、AIを用いた
金融取引等は、誰ひとり取り残さない形で、かつ、それぞれの人に適し
た形で各人にそれらを提供することという、SDGsの各目標と各ター
ゲットの実現に貢献していく。
他方で、自己決定と非差別を前提とした包摂の前提となる公正さの実

現という点との関連でいえば、いわゆるReg Techの一つとして（２３）、金
融取引等の実行との関連でAIを利用し、それらの場における公正さを
確保することが考えられる。例えば、AIを用いた不正会計検知システ
ム（２４）やAIによるビッグデータ等の分析に基づく異常検知システム等は、
場合によっては人だけの力では把握することができず、または、それに
困難が伴うものも含めて、金融取引等の場において行われようとしてい
る不正を明らかにすることができる。また、こうしたシステムは、それ
が適切な形で機能している状況を背景として、不正のディスインセン
ティブとして作用する。こうして、金融取引等の場におけるAIの利用
は、より公正な仕組みの構築に繫がっていく。

23 Reg Techについては、佐々木隆仁『レグテック：規制のマイナス面をプ
ラスに変える』（日経BP・２０１８年）、EY Japanほか編『レグテック・イノベー
ション――ダイナミックに新たなDX社会を創造する』（日本経済新聞出版・
２０２１年）等。また、森下哲朗「Fin Tech時代の金融法のありかたに関する序
論的考察」江頭憲治郎先生古稀記念『企業法の進路』（有斐閣・２０１７年）７８１
頁以下も参照。
24 筆者が研究分担者となっている「健全な資本市場形成のための不正会計
検知AIモデルの実用化――会計学・法学・統計学の３領域に実務家の視点
を加えた融合研究」（トヨタ財産 特定課題「２０２０ 先端技術と共創する新た
な人間社会」D２０-ST-０００９）は、その一つの例である。
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⑶ AIを用いた金融取引等が自己決定と非差別を前提とした包摂の実
現を妨げる側面
自律性、学習性、不透明性等といったAIの特性や、現在および近い

将来において想定されるAIの使われ方を考慮したとき、AIを用いた金
融取引等の実行およびAIを利用したそれらの規制手段については、⑵
で示したように、SDGsの各目標と各ターゲットの実現に貢献する可能
性だけでなく、これらの実現を妨げたり、別の目標やターゲットの達成
に負の影響を与えたりする可能性も存在している。ここでは、本稿の問
題関心に関わる範囲内で、さしあたり、以下の四つの問題を指摘する。
第一に、AIやAIを用いた一定のシステムを事実として利用すること

ができなかったり、それに困難が伴ったりする人や特定の層が存在する
という問題がある（２５）。例えば、ある者が資力や能力等の面でインター
ネットに接続するための機器を保有することができなかったり使用する
ことができなかったりすれば、この者は、AIを用いた金融取引等にア
クセスすることもできず、その結果、これらの金融取引等からも排除さ
れてしまう（２６）。そして、こうした障害は、高齢や貧困といった特定の層
との関連で顕著な形でみられる。SDGsにおいて、特に脆弱層等との関
連でAIを含む科学技術の利用可能性を向上させるための各ターゲット
が設定されていることは、この問題への応答が重要であることを示唆す
るものとして捉えられる。
第二に、AIを用いた金融取引等を実効的なものとするためには、そ

の開発や維持の場面で大量の電力消費とそれに伴うCO２の排出をもたら
す機械学習が欠かせないため、環境に一定の負荷が生ずるという問題が
ある。その結果、AIを用いた金融取引等の実行は、その規模や仕組み

25 この問題は、第三の問題との関連でいえば、ビッグデータを用いてプロ
ファイリングやスコアリング等を実行する場面で深刻な差別的取扱いを生
じさせる原因の一つとなる。
26 これは、貧困層等にとって感染や重症化等のリスクを回避するための手
段にアクセスすることが難しいというパンデミックのもとで明らかになっ
た問題と（デヴィット・ライアン（松本剛史訳）『パンデミック監視社会』（筑
摩書房・２０２２年）１３０頁以下等。）、同じ構図を持つ。
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等によっては、エネルギー（２７）、気候変動（２８）、海や陸の豊かさ（２９）、広い意
味でのつくる責任とつかう責任（３０）等に関わるSDGsにおける別の目標や
ターゲットの達成に重大な影響を及ぼしかねない。
第三に、AIを用いた金融取引等が、AIの特性のために、その使い方

によっては、ファイナンシャル・インクルージョンを妨げるだけでな
く、不平等をなくすことという別の目標やターゲットに反する結果をも
たらしかねないという問題がある。例えば、プロファイリングやそれに
基づくスコアリングは、ビッグデータ等から確率的に相関関係等を認識
したうえで、これを収集した個人の情報やデータに適用し、個人のさま
ざまな属性、嗜好、状態等を予測して、場合によってはこれをスコア化
して、その結果を金融取引等の提供の可否やその内容の判断等に際して
利用するという手法であるため、その利用の仕方によっては、過少代表
や学習データに含まれるバイアスの影響等により、特定の層を金融取引
等から排除する結果をもたらしかねないほか、善き生や自己決定の阻
害、プライバシーの侵害、差別等の重大な問題を生起させる可能性を孕
んでいる（３１）。これでは、真の意味でのファイナンシャル・インクルー
ジョンは実現されない。そればかりでなく、人の属性等による不平等を
なくすことという目標が実現されず（３２）、貧困をなくしたり、飢餓をゼロ
にしたりするための平等が阻害され（３３）、非差別的な政策に反する結果が
生じ（３４）、広い意味での包摂が妨げられ（３５）、バーチャル・スラムの問題（３６）

が発生し（３７）、意思決定や基本的自由の保障が確保されなくなるなど（３８）、

27 目標７およびその各ターゲットを参照。そこでは、クリーンエネルギー
や持続可能なエネルギーに関わる目標があげられている。
28 目標１３およびその各ターゲットを参照。そこでは、CO２の排出と大きな関
わりを持つ気候変動についての目標があげられている。また、ターゲット
１．５、同２．４、同３．９、同６．６、同９．４、同１１．５、同１１．６、同１１．b等も参照。
29 目標１４と同１５およびそれらの各ターゲットを参照。そこでは、海と陸の
豊かさを守ることに向けられた目標があげられている。
30 目標１２およびその各ターゲットを参照。そこでは、持続可能な生産のパ
ターンの確保に向けられた目標があげられている。
31 この点については、文献の所在も含めて、拙稿「AIの時代と不法行為法」
千葉３７巻３号（２０２２年）４５頁以下。
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SDGsのさまざまな目標とターゲットが犠牲にされてしまう。
第四に、AIを用いた金融取引等の実行およびAIを利用したそれらの

規制手段によりSDGsの各目標と各ターゲットを実現していくための前

32 具体的には、年齢、性別、障害、人種、民族、出自、宗教、経済的地位
その他の状況に関わりなく、全ての人々の社会的、経済的、政治的な包含
を促進すること（ターゲット１０．２）、差別的な法律、政策、慣行の撤廃等を
通じて、機会均等を確保し、成果の不平等を是正すること（同１０．３）、各種
の政策の導入により、平等の拡大を斬新的に達成すること（同１０．４）、あら
ゆる場所における全ての女性に対するあらゆる形態の差別を撤廃すること
（同５．１。また、同５．cも参照。）といった目標が妨げられる。また、同８．５と
同８．８も参照。
33 具体的には、ターゲット１．４、同１．b（注⑶を参照。）、同２．３（注⑷を参照。）
であげられている目標が妨げられる。
34 具体的には、持続可能な開発のための非差別的な法規および政策を推進
し実施すること（ターゲット１６．b）という目標が妨げられる。
35 具体的には、ターゲット１０．２（注⑻を参照。）、同１１．１、同１１．３、同１１．７
（注⑼を参照。）であげられている目標が妨げられる。また、教育との関連で
同４．a、インフラとの関連で同９．１、輸送システムとの関連で同１１．２も参照。
36 バーチャル・スラムの問題については、山本龍彦「AIと憲法問題」同編
『AIと憲法』（日本経済新聞出版社・２０１８年）４５頁以下、同「AIと個人の尊
重、プライバシー」同書７０頁以下、同「ロボット・AIは人間の尊厳を奪う
か？」弥永真生ほか編『ロボット・AIと法』（有斐閣・２０１８年）９１頁、同「信
用スコアの課題と今後」月刊経団連６７巻１０号（２０１９年）２７頁、同「憲法の基
本原則とAI」弥永真生ほか編『AI・DXが変える現代社会と法』（商事法務・
２０２１年）６７頁以下、梶谷懐＝高口康太『幸福な監視国家・中国』（NHK出版・
２０１９年）２５頁以下、成原慧「「AIによる差別」にいかに向き合うか――プロ
ファイリングに関する規制を中心に」宮下萌編『テクノロジーと差別：ネッ
トヘイトから「AIによる差別」まで』（解放出版社・２０２２年）１７６頁以下等を
参照。
37 現実世界のスラムに関するものであるが、ターゲット１１．１では、全ての
人々の、適切、安全かつ安価な住宅、基本的サービスへのアクセスを確保
し、スラムを改善することが目標とされている。
38 具体的には、情報への公共アクセスを確保し、基本的自由を保障するこ
と（ターゲット１６．１０）、あらゆるレベルにおいて、対応的、包摂的、参加
型、代表的な意思決定を確保すること（同１６．７）といった目標が妨げられる。
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提条件が必ずしも十分に確立されていないという問題がある。AIを用
いた金融取引等とAIを利用したそれらの規制手段を現実の世界で実施
していくためには、これらの手法が既存の行為規範や責任規範等からみ
てどのように評価されるかについて、また、これらの手法の普及が既存
の行為規範や責任規範等にどのような影響を与えるかについて、更に、
第三の問題が生じうることを踏まえたうえで、第三の問題への対応の必
要性が行為規範や責任規範等からみてどのように評価されるかについ
て、事前に一定の見通しを得ておくことが必要となる。しかし、現状で
は、これらの検討は十分に行われていない（３９）。このことは、AIを用い
た金融取引等の実行およびAIを利用したそれらの規制手段については、
その法的な意義、利用可能性、実効性等の検証が適切にされていないこ
とを意味するとともに、SDGsにおいて掲げられている、有効で説明責任
のある透明性の高い機関、情報への公共アクセス等といった目標とター
ゲットに十分な形で対応することができていないことを示している（４０）。

２．AIを用いた金融取引等から生ずる法的問題
AIを用いた金融取引等の実行により自己決定と非差別を前提とした

包摂を実現するためには、そこから生じうる負の側面、すなわち、１⑶
で示した諸問題を法的課題として受け止め、これに応答をすることが求
められる。以下では、これらの中から本稿で検討の対象とされるべき問
題を選びとったうえで（⑴）、その問題との関連で、現在および近い将来
において想像されるAIの使われ方を前提とした場合に発生することが
見込まれる具体的な紛争事例を想定して（⑵）、これらの想定事例をもと
に検討されるべき法的問題を抽出する（⑶）。

⑴ 自己決定と非差別を前提とした包摂に直接的に関わる問題への限定
１⑶で示した諸問題のうち、第一の問題は、AIを用いた金融取引等

39 その一部の検討については、文献の所在も含めて、拙稿・前掲注31。
40 公共機関に関するものであるが、ターゲット１６．６では、あらゆるレベル
において、有効で説明責任のある透明性の高い公共機関を発展させること
が目標とされている。また、同１６．３、同１６．１０も参照。
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の提供を受けようとする者がそれらを利用しようとする際に直面しうる
事実上の制約に関わる。また、第二の問題は、AIを用いた金融取引等
を提供する者がそれらを準備したり維持したりする際に発生する外部的
な負の影響に関係する。更に、第四の問題は、AIを用いた金融取引等
の実行およびそれらの規制が現在のまたはあるべき実定法の状況に照ら
してどのように評価されるかという問いに関わる。そうすると、第一の
問題と第二の問題は、AIを用いた金融取引等が広く普及した状態を想
定し、こうした状態から派生する課題として、第四の問題は、こうした
状態を前提とした場合に問われる実定法との整合性に関わる課題とし
て、それぞれ位置づけられる。ところで、AIを用いた金融取引等が広
く普及していくためには、それが単に取引コストの削減等といった実際
的な観点から有益であるのみならず、自己決定と非差別を前提とした包
摂の実現に貢献し、かつ、SDGsの諸理念に反するような有害な結果を
生じさせないという点が確認されていることが前提となる。これは、１
⑶で示した第三の問題に一定の解決が与えられることを意味している。
従って、何よりもまず解決されなければならないのは第三の問題にほか
ならない。
こうした視点に基づき、以下では、１⑶で示した第一の問題、第二の

問題、第四の問題が重要な課題であることを意識しつつも、また、これ
らの問題が第三の問題と一定の範囲で関わりを持つことを認識しつつ
も、これらの問題を独立に取りあげた検討を行わず（４１）、第三の問題、す
なわち、AIを用いた金融取引等の実行がAIの特性のためにその使い方
によっては自己決定と非差別を前提とした金融取引等への包摂を妨げる
ことになりかねないという問題に焦点を当てた検討を行う（４２）。なお、本
稿は、この検討課題について、民法学の視点からアプローチをし、民法
以外の法領域に関わる問題に関しては必要な限度で言及するにとどめ
る（４３）（４４）。これは、筆者の専門領域が民法であることによる制約に加え

41 １⑶で示した第四の問題は、注⑴で言及した別稿で検討される。
42 SDGsとAI一般に関する法的問題については、別稿で検討することが予定
されている。
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て、SDGsの諸理念と現在および近い将来におけるAIの社会生活への浸
透等を踏まえれば、「SDGsの時代において自己決定と非差別を前提とし
た包摂を実現するために」という副題に示した本稿の目的に関わる問い
について、まずもって社会の基本的な構成原理である民法の問題として
引き受けることが必要であると考えられることによる。

⑵ 自己決定と非差別を前提とした包摂に関連する紛争事例の想定
現在および近い将来において想像されるAIの使われ方を踏まえると、

AIを用いた金融取引等の実行との関連では、以下のような形で、民法
上のさまざまな問題に関わる紛争が発生することが想定される（４５）。
一つは、包括的または個々の金融取引等の開始およびそれ以前の段階

でAIが用いられることに起因して生じうる紛争である。
まず、金融取引等の開始に際してAIが用いられた場合に、AIとは別

に人の関与がなかったこと、または、AIとは別に人の関与はあったも
ののその人がAIと同じ判断や行動をしたこと等を原因として（４６）、AIに
よって、ある金融取引等の内容、仕組み等について適切な説明や十分な
情報提供がされなかったり（以下「想定事例①」という。）、自己に適合し
ない金融取引等が提案されたり（以下「想定事例②」という。）することが

43 AIを用いた金融取引等について、金商法、会社法、保険法、業法等のさ
まざまな視点からのアプローチに基づく検討が要請されることはもちろん
である。例えば、すでに実定法の中に取り込まれた規律として、高速取引
行為者についてのルール（金商法６６条の５０以下等。）、AI等による利用者支払
可能見込額の算定等についてのルール（割販法３０条の５の４以下等。）等があ
る。また、AI等によるオルタナティブ情報の分析等に基づく未公開情報の
推知とインサイダー取引等に関わる問題や、AI等による予測性や確実性の
向上に伴う不確実性を前提とした保険という仕組みへの影響に関わる問題
等もある。
44 本稿が１⑶で示した第一の問題と第二の問題を検討の対象から除外した
副次的な理由は、これらの問題とこれに対する法的な応答の分析には民法
学の視点を超えるアプローチが要求されることにある。
45 本稿で検討の対象とされる紛争事例は、自己決定と非差別を前提とした
包摂という問題意識に強く関わるものに限られる。

《論 説》

３１４（１２５）



想定される。この場合、これらの取引等をした者が、適切な説明や十分
な情報提供が存在しなかったために、または、自己に適合しない取引等
が提案されたために、リスクのあるまたは不利益な取引等をしてしまっ
たという主張や、これらにより損害を被ったという主張等をする可能性
がある。
また、金融取引等の開始または継続に際してAIが用いられた場合に

おいて、AIとは別に人の関与がなかったこと、または、AIとは別に人
の関与はあったもののその人がAIと同じ判断や行動をしたことによ
り（４７）、AIによって不適切な助言がされたり、適切な助言がされなかっ
たりすることが想定される。この場合、これらの取引等をした者が、適
切な助言が存在しなかったために、リスクのあるまたは不利益な取引等
を始めたり継続したりしてしまったという主張や、これらにより損害を
被ったという主張等をする可能性がある（以下「想定事例③」という。）。
更に、金融取引等への勧誘の局面でAIが用いられた場合に、ある者

が、金融取引等全般に関心を有していなかったり、金融取引等全般には

46 責任原因の視点から捉えれば、このことは、金融取引等の提供者が、客
観的には誤っているAIの判断に従って、これらの提供を受けようとする者
に適切な説明や十分な情報提供をしなかったり、ある金融取引等に対する
その者の適合性を誤って判断したりしたことを過失として評価することが
できるかという問いに関わる。この問いについては、金融取引等の提供者
が、客観的には正しいAIの判断に従わずに、これらの提供を受けようとす
る者に適切な説明や十分な情報提供をしなかったり、ある金融取引等に対
するその者の適合性を誤って判断したりしたことを過失として評価するこ
とができるかという問いとともに、注⑴で言及した別稿で検討する。
47 責任原因の視点から捉えれば、このことは、金融取引等の提供者が、客
観的には誤っているAIの判断に従って、これらの提供を受けた者に不適切
な助言をしたり、適切な助言をしなかったりしたことを過失として評価す
ることができるかという問いに関わる。この問いについては、金融取引等
の提供者が、客観的には正しいAIの判断に従わずに、これらの提供を受け
た者に不適切な助言をしたり、適切な助言をしなかったりしたことを過失
として評価することができるかという問いとともに、注⑴で言及した別稿
で検討する。
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一定の関心を有していたものの特定の金融取引等には関心を有していな
かったりしたにもかかわらず、AIによって当該特定の金融取引等に勧
誘され、その結果、それに関わる契約を締結することが想定される。こ
の場合、これらの取引等をした者が、不適切な勧誘がされたためにリス
クのあるまたは不利益な取引等をしてしまったという主張や、これらに
より損害を被ったという主張等をする可能性がある（以下「想定事例④」
という。）（４８）。
加えて、個々の金融取引等の開始前の段階において包括的な形でAI

を用いて個々の取引等を自動的に実施するという合意があったという状
況のもとでは、ある個別の金融取引等は、当事者による特段の合意なし
にAIによって実行される。この場合、これらの取引等をした者が、自
らの知らないうちにリスクのあるまたは不利益な取引等をすることに
なってしまったという主張や、これらにより損害を被ったという主張等
をする可能性がある（以下「想定事例⑤」という。）。
もう一つは、AIにより金融取引等の内容等がパーソナライズドされ

ることに起因して生じうる紛争である。
まず、AIによる審査やAIを用いた信用スコア等により、金融取引等

の内容等が人ごとにパーソナライズドされることが想定される（４９）。この
場合、これらの取引等をした者が、パーソナライズドの有無とその対象
や範囲を理解したり、パーソナライズドされていない取引等と比較した
りすること等が難しいことに起因して、AIによりパーソナライズドさ
れているのであれば当該取引等をすることはなかったという主張や、
AIによりパーソナライズドされていることを知らずに当該取引等をし
たことで損害を被ったという主張等をする可能性がある（以下「想定事例
⑥」という。）。
次に、AIが、本人によって提供されていない非信用情報（５０）、例えば、

過去の犯罪歴、遺伝情報、健康医療情報、人種情報、所属政党情報、思

48 想定事例④の中では、取引等の開始それ自体についてAIの介在がある場
合とそれがない場合とが想定される。
49 このような意味でのパーソナライズドは、AIの介在がなくても生じうる
ものの、AIを用いることでより大規模かつ潜在的に行われうる。

《論 説》
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想情報等に基づいて、その者につき金融取引等の可否とその内容を判断
すること（５１）が想定される（５２）。この場合、そうした判断を受けた者が、望
むような金融取引等をすることができなかったという主張、リスクのあ
るまたは不利益な取引等をせざるをえなくなったという主張、および、
これらにより損害を被ったという主張等をする可能性がある（以下「想
定事例⑦」という。）。
更に、AIが、本人によって提供された情報または（および）本人によっ

て提供されていない情報に基づくプロファイリングの結果やスコアリン
グによって、その者につき金融取引等の可否とその内容を判断するこ
と（５３）が想定される（５４）。この場合、そうした判断を受けた者が、望むよう

50 本人の信用情報に基づく審査は、これまでも行われてきたものである。
51 責任原因の視点から捉えれば、このことは、金融取引等の提供者が、客
観的には誤っているAIの判断に従って、これらの提供を受けようとする者
との間で、これらの提供を拒絶したり、その者にとって不利益な条件を課
したりしたことを過失として評価することができるかという問いに関わる。
この問いについては、金融取引等の提供者が、客観的には正しいAIの判断
に従わずに、これらの提供を受けようとする者との間で、これらの提供を
拒絶したり、その者にとって不利益な条件を課したりしたことを過失とし
て評価することができるかという問いとともに、注⑴で言及した別稿で検
討する。
52 このような意味での判断は、AIの介在がなくても生じうるものの、AIを
用いることでより大規模かつ潜在的に行われうる。
53 責任原因の視点から捉えれば、このことは、金融取引等の提供者が、客
観的には誤っているAIの判断に従って、適切とはいえないものであるにも
かかわらずある者に関わるプロファイリングの結果やスコアリングを適切
なものであると評価し、その者との間で、これらの提供を拒絶したり、そ
の者にとって不利益な条件を課したりしたことを過失として評価すること
ができるかという問いに関わる。この問いについては、金融取引等の提供
者が、客観的には正しいAIの判断に従わずに、適切とはいえないものであ
るにもかかわらずある者に関わるプロファイリングの結果やスコアリング
を適切なものであると評価し、その者との間で、これらの提供を拒絶した
り、その者にとって不利益な条件を課したりしたことを過失として評価す
ることができるかという問いとともに、注⑴で言及した別稿で検討する。
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な金融取引等をすることができなかったという主張、リスクのあるまた
は不利益な取引等をせざるをえなくなったという主張、および、これら
により損害を被ったという主張等をする可能性がある（以下「想定事例⑧」
という。）。
加えて、想定事例⑧で示したようなAIによる判断がされている状況

のもとでは、人々が、より望ましい金融取引等をしてもらうために、金
融取引等の可否とその内容の判断に関わる言動を変容させざるをえなく
なること、そして、AIの判断に含まれる不透明性等のために、どのよ
うな言動が金融取引等の可否とその内容の判断に関わるかを知ることが
できず、私生活と公生活の全般にわたって行動を変容せざるをえなくな
ることも想定されないわけではない（５５）。この場合、自分らしく生きるこ
とができなくなったという主張や、これらにより損害を被ったという主
張等がされる可能性もある（以下「想定事例⑨」という。）。

⑶ 自己決定と非差別を前提とした包摂に関わる法的課題の抽出
⑵で示した想定事例①から想定事例⑤までについて、AIと関係のな

い事案の解決との関連でこれまでにみられた議論の構図の中に位置づけ
ると、以下の法的課題が抽出される。想定事例①は、AIを用いて開始
された金融取引等の内容等に関する顧客に即した説明と情報提供の問題
に関わり、想定事例②は、AIを用いて締結された顧客に適合しない金
融取引等の問題に関係し、想定事例③は、AIを用いた不利益等を伴う
金融取引等の開始または継続の問題に関わる。また、想定事例④は、
ターゲティング広告一般が提起する私法上の問題に関係し（５６）、想定事例
⑤は、包括的な合意による個別取引の自動的な締結に関わる問題の一部
として位置づけられる。

54 このような意味での判断は、AIの介在がなくても生じうるものの、AIを
用いることでより大規模かつ潜在的に行われうる。
55 このような意味での行動変容への動機づけは、AIの介在がなくても生じ
うるものの、AIを用いることでより大規模かつ潜在的に行われうる。
56 ターゲティング広告については、文献の所在も含めて、拙稿・前掲注31
３８頁以下。
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また、⑵で示した想定事例⑥から想定事例⑨までで提起されている法
的問題については、より一般化すると、以下のようなものとして位置づ
けることが可能である。想定事例⑥は、パーソナライズドされていると
いう金融取引等の仕組みに関する説明と情報提供の問題に関わり、これ
は、パーソナライズド・プライシングが提起している私法上の問題（５７）と
同じ構図を持つ。想定事例⑦は、主体によって提供されていない情報の
取得とそれに基づく不利益的な取扱いの問題に関係し、想定事例⑧は、
主体によって提供されていない情報のAIを用いた予測とそれに基づく
不利益的な取扱いの問題に関わる。最後に、想定事例⑨は、私人による
私人の善き生や自己決定の阻害という大きな問題に関係する。
これらの各想定事例に含まれる法的問題は、いずれも、誰ひとり取り

残さない形で自己決定と非差別を前提とした金融取引等への包摂を実現
していくために解決されなければならない問いである。想定事例①から
想定事例⑥までに含まれる法的問題は、金融取引等を提供する側からみ
ると、説明や情報提供の義務、適合性判断の義務、指導助言義務等の行
為規範に関わるものである一方で（５８）、金融取引等の提供を受ける側から
みれば、これらの実行の場でAIが用いられる場合における、自己決定
権または意思決定権、信頼、財産権等の保障に関わる。そして、これら
の権利等が適切に保障されていなければ、全ての人が自らの意思に基づ
いて自己に適した金融取引等にアクセスすることができることという目
標を達成することは困難である。また、想定事例⑦から想定事例⑨まで
に含まれる法的問題は、金融取引等を提供する側からみると、AIの利
用、プロファイリングやスコアリングの実施に際して遵守されるべき行
為規範に関わるものである一方で（５９）、金融取引等の提供を受ける側から
みると、これらの実行の場でAIが用いられる場合における、自己決定
権または意思決定権、プライバシー、非差別等の保障に関わる。そし
て、これらの権利等が適切に保障されていなければ、全ての人が差別を

57 パーソナライズド・プライシングについては、文献の所在も含めて、拙
稿・前掲注31４１頁以下。
58 この点については、注46および注47を参照。
59 この点については、注51および注53を参照。
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受けることなく自らの意思に基づいて自己に適した金融取引等にアクセ
スすることができることという目標に反する結果が生まれる。従って、
AIを用いた金融取引等によりSDGsの諸目標を達成していくためには、
金融取引等への包摂とパーソナライズドの基盤となる私法上の権利保障
のあり方が問われなければならない。
ところで、想定事例①から想定事例⑥までに含まれる法的問題との関

連では、AIと関係のない事案を通じてこれまで認められてきた諸法理
を適用することで、上記の問題関心に即する形で権利保障が実現される
だけでなく、金融取引等の実行の場でAIを用いることにより、従前の
諸法理を介して図られてきた権利保障それ自体がより実効的なものにな
る（Ⅱ１）。これに対して、想定事例⑦から想定事例⑨までに含まれる法
的問題との関連では、AIと関係のない事案においてこれまで認められ
てきた諸法理を介して図られてきた権利保障の中身について、AIと関
わりを持つ事案との関係で問い直し、こうした諸法理が保護対象とする
権利等を鍛えていかなければ、AIの時代における誰ひとり取り残さな
い金融取引等への包摂とそれらのパーソナライズドの基礎となりうる権
利保障を実現することは困難である（Ⅱ２）。

Ⅱ．自己決定と非差別を前提とした包摂の基盤となる権利保障

１．従前の諸法理の適用による権利保障
想定事例①から想定事例⑥までに含まれる法的問題を個々の契約締結

の過程に即して整理すると、勧誘の問題をへて（想定事例⑤）、説明や情
報提供（想定事例①と想定事例⑥）、適合性判断（想定事例②）、指導助言（想
定事例③）の諸問題があり、契約の成否の問題が続く（想定事例⑤）。端的
にいえば、AIに法主体性が認められていない状況のもとでは（６０）、金融
取引等に関わる契約の締結過程にAIが介在したとしても、基本的には、
AIと関係のない事案を通じ上記の諸場面に妥当するものとして認めら

60 この点については、文献の所在も含めて、拙稿・前掲注31５頁以下、３３
頁以下。
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れてきた諸法理とそれらによる権利保障のあり方等に大きな変容は求め
られない（⑴）。そればかりでなく、金融取引等の実行の場でAIを用い
ることは、こうした従前の諸法理により図られてきた権利保障をより実
効的なものにする契機となる（⑵）。そして、これらの評価は、金融取引
等の実行の場で、その提供者のみならずその提供を受けようとする者自
身にも一定のAIの利用可能性があるという状況であったとしても異な
らない（⑶）。

⑴ 従前の諸法理を通じた自己決定と非差別を前提とした包摂の基盤と
なる権利保障
まず、原則として、契約は当事者の意思の合致により成立する。ま

た、包括的な合意の中に個別的な取引についての意思が存在すれば、個
別取引に際して明示的な意思が表示されなかったとしても、個々の取引
の成立が認められる。このことは、想定事例⑤でも同じであり、包括的
な約束の中にAIを用いて個々の取引等を自動的に実施するという合意
を読み取ることができるのであれば、AIにより実現された個々の取引
の締結についても個別的な意思が認められ、その結果、AIが正常に作
動している状況のもとでは、個々の取引の成立も肯定される（６１）。ここで
は、金融取引等に関わる契約の締結に際してAIが介在している場合と
そうでない場合とでその内容を異にすることなく、契約自由や自己決定
が保障されている。
次に、説明や情報提供について、締結される契約の性質や目的、当事

者の知識や経験、交渉における言動等を考慮して、一定の場合に契約交
渉過程における当事者の一方が他方に対して説明や情報提供をするよう
義務づけられることがあるという点は、一般的に承認されている（６２）。そ
して、これらの義務を通じて、自己決定基盤の確保という視点に基づき
取引をするかしないかという意味での自己決定権（６３）、または、専門家等

61 木村真生子「AIと契約」弥永ほか編・前掲注36「ロボット・AI」１３１頁
以下、栗田昌裕「AIと人格」山本編・前掲注36２２７頁以下、福岡編・前掲注
⒆１６３頁以下〔福岡〕、岡本裕樹「AIによる契約の締結」法時９４巻９号（２０２２
年）１５頁以下等。
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への信頼といった権利が保障され（６４）、具体的な救済手段としては、意思
表示と法律行為、場合によっては消費者契約に関するさまざまな規律を
通じた契約の取消し、不法行為法に基づく原状回復的損害賠償が認めら
れている。また、状況次第では、自己決定権の中身を多層的に捉えるこ
とを前提に、取引をするかしないかという意味での自己決定権の侵害が
措定されない場面で、どの取引をするかという意味での自己決定権を価
値的に回復させることを目的として、被害者に一定のリスクを負担させ
たり、取引機会の喪失を塡補したりするための損害賠償や、取得対価と
の関連でどのように取引をするかという意味での自己決定権を価値的に
回復させることを目的として、高値取得損害を塡補するための損害賠償
が認められる可能性もある（６５）。
ところで、AIに法主体性が認められていない状況のもとでは、説明

や情報提供の義務を負う主体は金融取引等の提供者であり、想定事例①

62 広い意味での金融取引等に関わる事案を扱ったものとして、最判平成２３
年４月２２日民集６５巻３号１４０５頁（肯定例。）、最判平成２５年３月７日判時２１８５
号６４頁（否定例。）、最判平成２５年３月２６日判時２１８５号６７頁（否定例。）、最判
平成２８年３月１５日判時２３０２号４３頁（否定例。）等。また、最判平成１５年１２月９
日民集５７巻１１号１８８７頁（否定例。）、最判平成１６年１１月１８日民集５８巻８号２２２５
頁（肯定例。）、最判平成１８年６月１２日判時１９４１号９４頁（肯定例。）等も参照。
63 小粥太郎「説明義務違反による不法行為と民法理論（上）（下）――ワラン
ト投資の勧誘を素材として」ジュリ１０８７号（１９９６年）１１８頁以下、１０８８号９１頁
以下、同「「説明義務違反による損害賠償」に関する二、三の覚書」自正４７
巻１０号（１９９６年）３６頁以下等。ここでは、自己決定権によって説明義務をど
のように基礎づけるかという点には立ち入らない。この点については、潮
見佳男『契約法理の現代化』（有斐閣・２００４年）１２５頁以下、同「説明義務・
情報提供義務と自己決定」判タ１１７８号（２００５年）１０頁以下、山本敬三『契約
法の現代化Ⅰ』（商事法務・２０１６年）８１頁以下等を参照。
64 村本武志「ワラント裁判例の現状と問題点――違法性判断と損害論を中
心として」ジュリ１０７６号（１９９５年）１３９頁、川村和夫「ワラント取引と説明義
務」判タ８８３号（１９９５年）６０頁以下、円谷峻『新・契約の成立と責任』（成文堂・
２００４年）２６４頁以下等。自己決定権と専門家への信頼の両者を問題にするも
のとして、横山美夏「契約締結過程における情報提供義務」ジュリ１０９４号
（１９９６年）１２９頁以下等。
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におけるAIは、単にこれらの提供者が説明や情報提供の義務を履行す
るために用いる手段として位置づけられる（６６）。従って、想定事例①で、
AIによる説明や情報提供が適切にされたかどうかを評価することは、
これらの提供者がその履行手段としてAIを用いるかどうかにかかわら
ず契約交渉相手方の自己決定権や信頼の保護に向けて負っている義務を
尽くしたかどうかを評価することにほかならない。言い換えれば、想定
事例①において、金融取引等の提供を受けようとする者の自己決定権や
信頼は、説明や情報提供のためにAIが用いられていない場合と同じ形
で保障される。
こうした評価は、想定事例⑥のように、金融取引等がAIによりパー

ソナライズドされている場面で問題となる説明や情報提供についても当
てはまる。旧住宅・都市整備公団や地方住宅供給公社による分譲住宅等
の値下げ販売が問題になった事例では、市場原理と価格についての合意
原則を背景として、公団等には、値下げ販売をしない義務、原価主義に
より適正な対価を定める義務、価格の面での財産的価値維持義務はな
く（６７）、従って、値下げ販売の可能性を説明する義務も存在しないとされ
る一方で（６８）、事前に重要事項につき購入者との間で合意したり買主に情

65 以上の点については、文献および判例と裁判例の所在も含めて、拙稿「取
引的不法行為と純粋経済損失の算定基準――権利の価値的な回復及び実現
という視角からの検討――」新美育文ほか編『不法行為法研究②』（成文堂・
２０２１年）１１７頁以下。
66 AIに法主体性が認められ、AIが契約の当事者になると仮定すると、AIに
よる説明や情報提供が適切にされたかどうかを評価することは、AIが契約
交渉相手方の自己決定権や信頼の保護に向けて負っている義務を尽くした
かどうかを評価することを意味する。
67 東京地判平成１２年８月３０日判時１７２１号９２頁、福岡地判平成１３年１月２９日
判時１７４３号１１２頁等。また、民間業者による値下げ販売が問題となった事例
に関する裁判例であるが、東京地判平成５年４月２６日判タ８２７号１９１頁、東
京地判平成８年２月５日判タ９０７号１８８頁等も参照。
68 東京地判平成１２年８月３０日・前掲注67、東京地判平成１３年３月２２日判時
１７７３号８２頁等。また、民間業者による値下げ販売が問題となった事例に関
する裁判例であるが、大阪地判平成１０年３月１９日判時１６５７号８５頁も参照。
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報提供したりしたにもかかわらず契約締結時点でこの点を維持すること
が困難または不可能になったときは、売主にはそのことを説明する義務
があり（６９）、その違反によって購入者が価格の適否について慎重に検討し
契約を締結するかどうかを決定する機会を奪われたときには、慰謝料請
求権が発生するとされている（７０）。また、判例等で明確に認められている
わけではないものの、自己決定権が重要な保護法益であることに鑑みれ
ば、医療の場面で生存していた相当程度の可能性または重大な後遺症を
残さなかった相当程度の可能性を保護法益として措定する判例を参考
に（７１）、上記の説明を受けていれば住宅を購入しなかった高度の蓋然性が
あるかどうかはともかく、その相当程度の可能性があったとみて、自己
決定権の保護をいわば前倒しし、住宅を購入しなかった相当程度の可能
性それ自体の保護を図るという構成を基礎として、財産的損害の割合的
回復を図ることも考えられる（７２）。
こうした考え方を参考にすれば、想定事例⑥においても、パーソナラ

イズドしない義務等を措定することはできない一方で、パーソナライズ
ドされていないことが金融取引等の提供を受けようとする者の意思決定
において重要な意味を持ち、これらの提供者がそのことを認識し、また
は、少なくとも容易に知ることができたという事情がある場合には、こ
れらの提供者に取引等がパーソナライズドされていることについて説明
する義務が課せられ、これらの提供者がこうした説明をしないことは、
これらの提供を受けようとする者から当該金融取引等に関する契約を締
結するかどうかを決定する機会を奪うものとして位置づけられ、これら
の提供を受けようとする者に慰謝料請求権や割合的な財産的損害の賠償
請求権を認める可能性が開かれる。この理解によれば、AIにより金融

69 志田原信三「判解」最判解民平１６（２００７年）７０３頁。
70 最判平成１６年１１月１８日・前掲注62。
71 最判平成１２年９月２２日民集５４巻７号２５７４頁、最判平成１５年１１月１１日民集
５７巻１０号１４６６頁等。
72 角田美穂子「取引における自己決定権の法的保護――金融商品取引を中
心に」現代不法行為法研究会編『不法行為法の立法的課題』（商事法務・２０１５
年）１５６頁以下。この点については、拙稿・前掲注65１４６頁を参照。
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取引等の内容がパーソナライズドされているという点は、これらの提供
者に求められる説明の内容には関わるものの、これらの提供者に課せら
れる説明義務を介してこれらの提供を受けようとする者の自己決定権ま
たは意思決定権を保障するという枠組み自体に変容を生じさせるもので
はない。結局、ここでも、AIと関係のない事案を通じて形成された法
理を介して、パーソナライズドされた金融取引等の提供を受けようとす
る者の自己決定権または意思決定権が保障されている。
また、説明や情報提供が問題となる場面について述べたことは、狭義

の適合性原則や指導助言義務との関係でも妥当する。一方で、狭義の適
合性原則の違反が一定の場合に不法行為を構成することは、一般的に認
められている（７３）。そして、この場面における保護法益の内容について、
判例では明確にされていないものの、学理的には、パターナリズムの思
想に基づき財産権を措定する考え方やこれと併せて生存権をも措定する
考え方（７４）、適合性判断に関する自己決定権を措定する考え方（７５）等が存在
し、その結果、狭義の適合性原則の違反が認められる場合には、これら
の権利等を価値的に回復させるために、原状回復的損害賠償または二つ
目の考え方によればそれを超える損害賠償が認められる（７６）。他方で、金

73 最判平成１７年７月１４日民集５９巻６号１３２３頁等。
74 川浜昇「判批」民商１１３巻４＝５号（１９９６年）１６８頁以下、潮見・前掲注63
「契約法理の現代化」１１９頁以下、同「適合性の原則に対する違反を理由と
する損害賠償――最高裁平成１７年７月１４日判決以降の下級審裁判例の動向」
現代民事判例研究会編『民事判例V』（日本評論社・２０１２年）６頁以下等。狭
義の適合性原則をパターナリスティックな思想に基づく排除の論理ではな
く支援の論理に結び付けて理解する立場からも、財産権が保護法益として
措定されている。王冷然『適合性原則と私法秩序』（信山社・２０１０年）３８６頁
以下等。
75 渡邊正則「ワラント取引における投資勧誘と投資者保護」判タ８７０号（１９９５
年）１８頁、山本敬三『公序良俗論の再構成』（有斐閣・２０００年）２７７頁、川地宏
行「投資取引における適合性原則と損害賠償責任（２・完）」法論８４巻１号
（２０１１年）４４頁以下等。
76 この点については、文献および判例と裁判例の所在も含めて、拙稿・前
掲注65１２６頁以下。
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融取引では具体的な商品特性や投資者の属性等を踏まえてその提供者に
指導助言義務の違反が問われることもある（７７）。この義務は、被提供者に
おいて自己決定基盤や適合性が確保されている場合でも問題となるた
め、その保護法益は、自己決定権、財産権等ではなく、専門性や信認関
係に由来する信頼として捉えられる（７８）。その結果、取引開始前の段階で
いうと、指導助言義務の内容を取引の実施につき慎重さを要請したりそ
の断念を求めたりする義務として捉えれば、提供者の指導助言の不存在
を信頼してした取引により生じた不利益相当額の賠償が、取引継続中の
段階では、適切な指導助言がされていた場合に生じたであろう損失と適
切な指導助言がされなかった現状で生じている損失との差に相当する額
の賠償が認められる（７９）。
ところで、AIに法主体性が認められていない状況のもとでは、適合

性判断や指導助言の義務を負う主体は金融取引等の提供者であり、想定
事例②と想定事例③におけるAIは、単にこれらの提供者が適合性判断
を実施したり指導助言の義務を履行したりするために用いる手段として
位置づけられる（８０）。従って、想定事例②と想定事例③で、AIによる適
合性判断や指導助言が適切にされたかどうかを評価することは、これら
の提供者がその履行手段としてAIを用いるかどうかにかかわらず契約
交渉相手方の諸権利の保護に向けて負っている義務を尽くしたかどうか
を評価することにほかならない。言い換えれば、想定事例②と想定事例
③において、金融取引等の提供を受けようとする者の財産権、生存権、

77 最判平成１７年７月１４日・前掲注73に付された才口裁判官の補足意見。
78 三枝健治「アメリカ契約法における開示義務（２・完）――契約交渉にお
ける「沈黙による詐欺」の限界づけを目指して――」早法７２巻３号（１９９７年）
１５２頁以下、後藤巻則『消費者契約の法理論』（弘文堂・２００２年）１１２頁以下、
潮見・前掲注63「契約法理の現代化」１３０頁以下等。
79 この点については、文献および判例と裁判例の所在も含めて、拙稿・前
掲注65１２７頁。
80 AIに法主体性が認められ、AIが契約の当事者になると仮定すると、AIに
よる適合性判断や指導助言が適切にされたかどうかを評価することは、AI
が契約交渉相手方の諸権利の保護に向けて負っている義務を尽くしたかど
うかを評価することを意味する。
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信頼等は、適合性判断や指導助言のためにAIが用いられていない場合
と同じ形で保障される。
最後に、勧誘について（８１）、ある者が虚偽の説明や強引な勧誘等により

望まない取引に引き込まれ自己の財産を支出した場面、例えば、ある者
が、ねずみ講、マルチまたはマルチまがい商法、原野商法、デート商
法、次々販売等の詐欺または詐欺的商法等に引き込まれ自己の財産を支
出した場面では、取引をするかしないかという意味での自己決定権を保
障するために（８２）、意思表示と法律行為、場合によっては消費者契約に関
するさまざまな規律を通じた契約の取消し、不法行為法に基づき原状回
復的損害賠償が認められているほか、一部の裁判例では、被勧誘者が置
かれた状況、例えば、周囲の者からの信用の失墜や老後資金の喪失等の
事情の有無に応じて（８３）、人格権や生存権の侵害を理由に（８４）非財産的損害
の賠償も認められている（８５）。想定事例④のうち、悪質な事業者が意図的
にアルゴリズムを設定しAIを利用した詐欺的勧誘を実施したことによ
り、ある者が望まない取引に引き込まれた事例のほか、事業者がAIを
用いて合理的意思決定から逸脱する可能性を確率的に見通し脆弱な状態

81 AIによる契約への勧誘の問題については、拙稿・前掲注31３８頁以下も参照。
82 この点を明確に判示した裁判例として、広島地判平成３年３月２５日判タ
８５８号２０２頁、東京地判平成２６年１０月３０日金判１４５９号５２頁等。また、松本恒
雄「紹介型マルチ商法の違法性・再論――ベルギーダイヤモンド事件三判
決の分析――」『谷口知平先生追悼論文集 第２巻』（信山社・１９９３年）４２６頁
以下、窪田充見「消費者契約法と不法行為」ジュリ１２００号（２００１年）７７頁以
下、吉田克己「取引的不法行為と自己決定権」西谷敏先生古稀記念論集・
上『労働法と現代法の理論』（日本評論社・２０１３年）１８６頁以下等。
83 信用の失墜を考慮した裁判例として、大阪地判昭和５６年４月２４日判時
１００９号３３頁、大阪地判平成４年３月２７日判時１４５０号１００頁等。老後資金の喪
失を考慮した裁判例として、秋田地本荘支判昭和６０年６月２７日判時１１６６号
１４８頁、横浜地判昭和６２年１２月２５日判時１２７９号４６頁等。
84 窪田充見「取引関係における不法行為――取引関係における自己決定権
をめぐる現況と課題」法時７８巻８号（２００６年）７２頁以下の指摘を参照。
85 この点については、文献および判例と裁判例の所在も含めて、拙稿・前
掲注65１１５頁。
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につけ込んだり、個人化された場でその脆弱な状態を作り出したりする
ことにより、ある者が望まない取引に引き込まれた事例等は、AIを用
いて上記のような詐欺または詐欺的商法に関わる望まない取引への引き
込みが行われたケースとして位置づけられる（８６）。従って、これらの事例
でも、AIを用いることなく望まない取引への引き込みが行われた諸事
例と同じように、取消しや原状回復的損害賠償といった救済手段を通じ
た自己決定権の保護や、状況に応じて非財産的損害の賠償を介した人格
権や生存権の保護が図られる。
他方で、想定事例④のうち、ある者が、攻撃的でないAIによる勧誘

を受けた結果、金融取引等全般に関心を有していなかったにもかかわら
ず当該勧誘に係る金融取引等をした事例については、上記のような詐欺
または詐欺的商法に関わる望まない取引への引き込みが行われたケース
と同列には論じえない。しかし、AIによる勧誘を受ける環境から離脱
することが著しく困難で、ある者が望むと望まざるとにかかわらず継続
的かつ反復的にAIによる勧誘を受け続けるという状況等のもとでは、
一定の範囲でその者の意思決定が歪められる可能性があることは確かで
ある（８７）。従って、この事例においても、場合によってはという留保は付
さざるをえないとしても、望まない取引に引き込まれた場面に準じて、
不法行為法により取引をするかしないかという意味での自己決定権の保
護が図られてよい。また、想定事例④のうち、ある者が金融取引等全般
に一定の関心を有していたところ、攻撃的でないAIによる勧誘を受け

86 山本龍彦「ビッグデータ社会における「自己決定」の変容」NBL１０８９号
（２０１７年）３０頁以下、同「個人化される環境――「超個人主義」の逆説？」
松尾陽編『アーキテクチャと法――法学のアーキテクチャルな転回？』（弘
文堂・２０１７年）８０頁以下等を参照。また、同・前掲注36「AIと憲法問題」４８
頁以下、同・前掲注36「ロボット・AI」９８頁以下、同「思想の自由市場の
落日――アテンション・エコノミー×AI――」Nextcom４４号（２０２０年）４頁
以下も参照。
87 大屋雄裕「ロボット・AIと自己決定する個人」弥永ほか編・前掲注36「ロ
ボット・AI」６７頁以下、大澤彩「AIと消費者」法時９４巻９号（２０２２年）２６頁
以下を参照。
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当該勧誘に係る金融取引等をした結果、一定の不利益を受けたという事
例においては、これまで述べた二つの事例でみられた状況とは異なり、
この者は、金融取引等をすることそれ自体についての意思決定を歪めら
れているわけではない。しかし、従前の実定法でその端緒がみられた自
己決定権の多層的な把握という傾向を参考にすれば、ここでは、状況に
よって、どの金融取引等をするかという点での意思決定が歪められてい
る可能性も想定される（８８）。このとき、AIによる勧誘を受ける環境から
の離脱の困難さ等に照らして、場合によってはという留保は付さざるを
えないとしても、不法行為法によりどの取引をするかという意味での自
己決定権の保護が図られうる。
以上の検討によれば、金融取引等の実行の場でAIが用いられる場合

においても、想定事例①から想定事例⑥までに関していえば、AIと関
係のない事案を通じてこれまで認められてきた諸法理を通じて、自己決
定権または意思決定権、信頼、財産権等の保障は十分に図られる。そし
て、このことは、全ての人が自らの意思に基づいて自己に適した金融取
引等にアクセスすることができることというSDGsの目標の達成に向け
た重要な基盤となる。

⑵ AIを用いた金融取引等による従前の諸法理を通じた権利保障の実
効化
金融取引等の実行の場でAIを用いることは、⑴で示した従前の諸法理

により図られてきた権利保障をより実効的なものとする契機にもなる。
まず、ある金融取引等をしようとする者の情報がAI等により適切に

収集され、かつ、当該金融取引等に関する説明や情報提供、当該金融取
引等の適合性判断、当該金融取引等の開始と継続に関する指導助言につ

88 というのは、この事例でAIによる勧誘を受けある金融取引等をした者は、
金融取引等全般に一定の関心を有していたため、およそ金融取引等をする
という点では意思決定を歪められていないものの、当該特定の金融取引等
に関心を有していたわけではないため、状況によっては、さまざまな金融
取引等のうちどれを選択するかという点で意思決定を歪められているとみ
ることができるからである。
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いて、それぞれの内容等を評価する適切なアルゴリズムが形成されてい
れば、AIを用いた説明や情報提供、適合性判断、指導助言は、これら
の義務が保護対象とする被提供者の権利等をより実効的に保障すること
に繫がる。その理由は、以下のとおりである。
人による判断や評価には、理想的には同一であるべき判断や評価に不

可避的に入り込むシステムノイズ、すなわち、判断者や評価者ごとの判
断や評価における平均的なレベルのばらつきであるレベルノイズと、特
定のケースにおける判断者や評価者の反応のばらつきであるパターンノ
イズが含まれるため、必然的にエラーが生ずる（８９）。従って、人が説明や
情報提供、適合性判断、指導助言をする場合には、金融取引等をしよう
とする者についての判断や評価、そして、その人についての判断や評価
を踏まえたうえで決定される、説明や情報提供の内容等、適合性判断の
基準等、指導助言の内容等についての判断や評価にシステムノイズが入
り込み、エラーが発生する。例えば、誰がこれらの判断や評価をするか
に応じて、説明や情報提供または指導助言の内容が変わったり、適合性
判断の仕方が変わったりするという点でレベルノイズが含まれうる
し（９０）、判断者や評価者の考え方等に応じて、ある特定の金融取引等との
関連でのみ、説明や情報提供または指導助言の内容が濃くなったり、薄
くなったり、あるいは、適合性判断が厳しくなったり、緩くなったりす
るという点でパターンノイズが含まれうる（９１）。場合によっては、判断者
や評価者がその判断や評価の時に置かれていた状況等により一過性の原

89 ダニエル・カーネマン＝オリヴィエ・シボニー＝キャス・サンスティー
ン（村井章子訳）『NOISE〔上〕〔下〕組織はなぜ判断を誤るのか？』（早川書
房・２０２１年）。
90 例えば、顧客の保護に重点を置く判断者や評価者のもとでは、コストや
時間を犠牲にしてでも、あらゆる取引等について顧客に懇切丁寧な説明や
指導助言がされたり、ごく僅かな不安要素があるだけの場合でも不適合の
判断がされたりするかもしれない一方で、企業の利益の確保に重点を置く
判断者や評価者のもとでは、多くのコストや時間をかけてまで、一定の取
引等について顧客に懇切丁寧な説明をすることが回避されたり、ごくわず
かな不安要素があるだけの場合には適合の判断がされたりするかもしれな
い。ただし、これは、レベルノイズを強調するための仮想事例である。

《論 説》
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因による機会ノイズが含まれることもある（９２）。これらの場合には、適切
な判断や評価に基づく説明や情報提供、適合性判断、指導助言がされ
ず、これらの義務群を通じた権利保障が実現されない可能性がある。こ
れに対して、適切に形成されたアルゴリズムによる判断や評価では、シ
ステムノイズが排除され、これに起因するエラーは生じない（９３）。従っ
て、AIを用いて説明や情報提供、適合性判断、指導助言がされる場合
には、人による場合にみられる上記の問題が発生することはなく、諸法
理を通じた権利保障がより実効的なものとなる。要するに、先に示した
ような、AIを通じた説明や情報提供、適合性判断、指導助言に関する
理想的な条件が充たされていれば、紛争として想定事例①から③までが
発生する事態は相対的に減少する（９４）。
次に、金融取引等をしようとする者の情報がAI等により適切に収集

され、かつ、適切なアルゴリズムとこれらの情報をもとに、その者の属
性や状態等に適した形で金融取引等の内容がパーソナライズドされた
り、マイクロファイナンスが実現されたりしている場合には、こうした
取引等の提供は、狭義の適合性原則を通じて保護しようとした諸権利の

91 例えば、ある特定のリスクを重視する判断者や評価者のもとでは、当該
特定のリスクを含む金融取引等については、顧客に懇切丁寧な説明や指導
助言がされたり、慎重な適合性判断がされたりするかもしれない一方で、
当該特定のリスクを含まないものの全体としてはそれを含むものと同じく
らいのリスクを持つ金融取引等については、それを含む取引等と同じよう
な程度の説明や指導助言がされなかったり、同じように慎重な適合性判断
がされなかったりするかもしれない。ただし、これは、パターンノイズを
強調するための仮想事例である。
92 例えば、その時の気分、体調、外的環境、判断や評価の順番等によって、
説明や指導助言の内容、適合性判断の仕方は変わるかもしれない。ただし、
これは、機会ノイズを強調するための仮想事例である。
93 ただし、その学習の基礎となるデータにバイアスが含まれていれば、ア
ルゴリズムにはそのバイアスが入り込む。従って、アルゴリズムによる判
断や評価であっても、バイアスに起因するエラーは生ずる。
94 注93で触れた理由から、本文で述べた理想的な条件が充たされていたとし
ても、想定事例①から③までが完全になくなるわけではないと考えられる。
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保障となるだけでなく、取引における自己決定の保障にも繋がる。その
理由は、以下のとおりである。
先に示したような形でパーソナライズドに関する理想的な条件が充た

されている場合、ある者について金融取引等の内容をパーソナライズド
する過程とその者について適合性を判断する過程とが一体化される。そ
の結果、基本的には、その者に適合した金融取引等だけが提案される。
従って、上記のような形でパーソナライズドされた金融取引等をした者
は、いわば、狭義の適合性原則が保護しようとしている権利等を保障さ
れた状態にある。別の視点からいえば、想定事例②は、こうした条件が
充たされていない場合にのみ現れる（９５）。それと同時に、狭義の適合性原
則が、パターナリスティックな観点に基づき一定の取引からそれに適さ
ない者を排除しようとする法理であり、金融取引等がパーソナライズド
されていない状況のもとでは、特定の属性や状態等にある者を多くの金
融取引等から排除する機能を持ちうることを併せて考えると、上記の場
面では、狭義の適合性原則によりある者が一律に多くの金融取引等から
排除されるという帰結が回避されるため、適合性に不安のある者につい
て取引における自己決定を尊重することにも繋がる。

⑶ 金融取引等の提供を受ける者によるAIの利用可能性と従前の諸法
理を通じた権利保障
これまでの検討は、金融取引等を提供する側だけが説明や情報提供、

適合性判断、指導助言等の場面でAIを用いる状況、言い換えれば、AI
の利用可能性について当事者間に非対称性がある状況を想定していた。
しかし、近い将来においては、金融取引等を提供する側のみならず、そ
れらの提供を受けようとする側も金融取引等の選択にあたりAIを利用
することができる状況、言い換えれば、AIの利用可能性について当事
者間に対称性がある状況が生ずることも想定される。こうした状況のも
とでは、想定事例①と想定事例③についていえば、⑴で示した従前の諸
法理が機能する範囲が狭くなることも考えられる。しかし、このこと

95 角田ほか編・前掲注21３３４頁〔角田、大崎貞和〕を参照。
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は、これらの諸法理を通じて確保されてきた権利保障が後退することを
意味していない。反対に、想定事例②についていえば、⑴で示した従前
の諸法理が機能する範囲を狭くすること自体に問題がある。
一方で、金融取引等の提供を受ける側が一定のAIを利用することが

でき、このAIを通じて金融取引等の内容等をその理解力に即した形で
知ることができるという状況が成立していれば、想定事例①と想定事例
③で説明や情報提供義務の法理および指導助言義務の法理が機能する場
面が縮小する可能性もある。というのは、この状況のもとでは、当事者
間における情報力の非対称性が部分的に解消され、取引の相手方による
説明や情報提供を通じて自己決定基盤を確保するという要請が後退した
り、専門性や信認関係に基づく専門家への信頼が希薄化し、専門家に対
する信頼を保護するという要請が後退したりするため、説明や情報提供
義務および指導助言義務を基礎づけるための根拠が弱まるとも考えられ
るからである。ただし、ここでは、自己が利用するAIとそれへの信頼
を介して金融取引等への自己決定基盤が確保されているのであって、相
手方に説明や情報提供義務および指導助言義務が課されなくなったり、
それらの義務の強度が弱まったりしたとしても、自己決定権や信頼等と
いった諸権利が全く保障されなくなっているわけではない。
しかし、上記の帰結が受け入れられるためには、金融取引等の提供を

受ける側がAIを通じてそれらの内容を適切に理解することができると
いう前提が確保されていること、より具体的にいえば、金融取引等を提
供する側がこれらの内容について特定の事実を開示していること、それ
らの提供を受ける側がこの場面に適したAIを利用することができるこ
とに加えて（９６）、当該AIの信頼性が向上し、その判断につき一定の透明
性があることが必要となる（９７）。そうでなければ、当事者間における情報
の非対称性が部分的に解消されているとの評価や、専門家への信頼が希
薄化しているとの評価は成り立たないため、説明や情報提供義務の法理
および指導助言義務の法理に基づく権利保障を失わせたり、その程度を
弱めたりすることは適切さを欠く。
他方で、金融取引等の提供を受ける側に一定のAIの利用可能性があ

り、このAIを通じてある金融取引等についての自己の適合性を知るこ
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とができるという状況が成立したとしても、狭義の適合性原則という枠
組みを維持する限り、想定事例②でそれが機能する場面を縮小させるこ
とは必ずしも適切なものとはいえないと考えられる。
狭義の適合性原則は、一定の定型化された金融取引等に関しては、そ

れらに包摂すべきでない主体がいるという評価を前提としている。従っ
て、一定の金融取引等についてフィードバックが欠如し、それらを実行
することである者に危険な結果が生じうるという事態が存在する以上
は、そして、その者の属性や状態等を踏まえパターナリズム的な判断に
基づき財産権や生存権を保障するという理念が妥当する以上は、その者
自身による自主的な判断によるのではなく（９８）、相手方による拒絶等を通
じてその者をいわば強行的にこうした取引から排除する必要性は、その
者が適合性判断に関するAIを利用することができるかどうかにかかわ
らず妥当する。もとより、狭義の適合性原則は、特定の者をおよそあら
ゆる金融取引等から排除するものではないため（９９）、SDGsで示された
ファイナンシャル・インクルージョンの目標に正面から衝突しない。ま

96 これは、AIの開発や普及をそれ自体の中に盛り込んでいるものとして解
釈されるSDGsの各目標や各ターゲットをどのように実現していくかという
課題に関わる。この課題は、基本的には公的な枠組みの中で捉えられるべ
きものであるが、AIの利用可能性が金融取引等の提供を受ける側にとって
必要不可欠とされる状況が生まれるとすれば、金融取引等の提供者に対し
て、これらの提供を受けようとする者の自己決定基盤の確保に向けて、金
融取引等に関わるAIにアクセスすることができるようにするための支援を
行う義務が課せられることになるかもしれない。
97 現時点においては、その信頼性の点でも、透明性の点でも、これらの条
件は充足されていない。
98 行動経済学の知見が明らかにしているように、人は、十分な経験と情報
を持ちフィードバックを得られるような文脈では適切な選択をするが、そ
うでない文脈ではうまく判断をすることができない。リチャード・セイ
ラー＝キャス・サンスティーン（遠藤真実訳）『実践行動経済学――健康、
富、幸福への聡明な選択』（日経BP・２００９年）２２頁以下、ポール・ドーラン
（中西真雄美訳）『幸せな選択、不幸な選択――行動科学で最高の人生をデ
ザインする』（早川書房・２０１５年）１７０頁以下、オリヴィエ・シボニー（野中香
方子訳）『賢い人がなぜ決断を誤るのか？』（日経BP・２０２１年）６３頁以下等。
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た、すでに述べたように、金融取引等が理想的な形でパーソナライズド
されていれば、人は適合性を確保した形でこれらの取引をしたりサービ
スを受けたりすることができる。
⑵および⑶における検討によれば、金融取引等の実行の場でAIが用

いられることによって、AIと関係のない事案を通じてこれまで認めら
れてきた諸法理による権利保障は、より実効的なものとなる。このこと
は、金融取引等の提供を受ける側に一定のAIの利用可能性があったと
しても変わらない。かくして、AIを用いた金融取引等の実行が、全て
の人が自らの意思に基づいて自己に適した金融取引等にアクセスするこ
とができることというSDGsの目標の達成に資するものであることは明
らかである。

２．従前の諸法理の発展による権利保障
想定事例⑦から想定事例⑨までに含まれる法的課題は、いずれも、金

融取引等の実行の場でAIが用いられることによって初めて生じたり、
より深刻化したりする問いである。そのため、これらの法的課題を考え
る際には、本稿の問題関心に照らして、想定事例⑦から想定事例⑨まで
に含まれる問題について、情報の取得の次元における権利保障に関わる
問題と情報の利用の次元における権利保障に関わる問題とに分節化した
うえで（⑴）、それぞれに関して、AIと関係のない事案を通じて形成さ
れてきた諸法理による権利保障の状況を参考にしつつ、AIの時代に生
きる人の自律的な生の様相を適切に捉えてその権利保障のあり方を問い
直すのでなければならない（⑵⑶）。そして、この作業は、AIの時代にお
ける自己決定と非差別を前提とした金融取引等への包摂についてその私
法的基盤を構築していくことにほかならない。

99 最判平成１７年７月１４日・前掲注73によれば、適合性の有無は、具体的な
商品特性を踏まえ、これとの相関関係において、顧客の投資経験、取引の
知識、投資意向、財産状態等の諸要素を総合的に考慮して決せられる。
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⑴ 情報の取得の次元に関わる法的課題と情報の利用の次元に関わる法
的課題
想定事例⑦から想定事例⑨までに含まれる法的問題については、情報

の取得の次元における権利保障に関わる問題と情報の利用の次元おける
権利保障に関わる問題とに分節化して、検討することが求められる。
一方で、情報の取得との関連では、まず、金融取引等の提供者が、そ

れらの提供を受けようとする者によって自発的に供与されていない情報
を、場合によってはAIを利用して、他から取得することが許されるか
どうか、そして、この場面で、それらの提供を受けようとする者の側に
どのような権利の侵害が存在するかが問われる。これは、想定事例⑦お
よび想定事例⑧の前提問題である。しかし、この問題は、金融取引等の
実行にAIが関わることによって新たに生ずる問題でも、より深刻化す
る問題でもない（１００）。他人に知られたくない一定の情報を本人の同意な
く取得したり、目的外で利用したりする行為は、AIの利用の有無にか
かわらず起こるからである。そして、これらの行為がプライバシーの侵
害に当たることは、すでに裁判例でも承認されている（１０１）。従って、AI
を利用して本人の同意なく一定の情報を取得したり目的外で利用したり
することも、プライバシーの侵害に当たる。その意味で、この問題は、
従前の諸法理をそのまま適用することによって解決することができる問
題である。

()１００ 確かに、AIを利用することによって情報の取得はより容易になり、その
意味で問題が生ずる頻度は増加するかもしれない。とはいえ、この問題の
本質が変わるわけではない。
()１０１ 本人の同意のない情報の取得について、東京地判平成１５年５月２８日判タ
１１３６号１１４頁（採用時におけるHIV抗体検査の無断実施が問題となった事
案。）、東京地判平成１５年６月２０日労判８５４号５頁（採用時におけるB型肝炎ウ
イルス検査の無断実施が問題となった事案。）等。本人の同意のない情報の
目的外利用について、福岡高判平成２７年１月２９日判時２２５１号５７頁（看護士の
HIV感染に関する医療記録が労務管理に利用された事案。原審の福岡地久
留米支判平成２６年８月８日判時２２３９号８８頁も同旨である。）、札幌地判令和
１年９月１７日労判１２１４号１８頁（HIV感染に関する医療記録が採用活動に利用
された事案。）等。

《論 説》
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次に、金融取引等の提供者が、それらの提供を受けようとする者に
よって自発的に供与されていない情報を、アルゴリズムと他の取得情報
に基づき予測的に推知することで、いわば迂回的に取得することが許さ
れるかどうか、そして、この場面で、それらの提供を受けようとする者
の側にどのような権利の侵害が存在するかが問われる。これは、想定事
例⑧の前提問題であり、金融取引等の実行にAIが関わることによって
新たに生ずる問題ではないとしても、これにより深刻な形で顕在化する
問題である（１０２）。
他方で、情報の利用との関連では、まず、想定事例⑦でみられるよう

に、金融取引等の提供者が、それらの提供を受けようとする者に関わる
非信用情報に基づいて、金融取引等の提供を拒んだり、その者にとって
不利益な金融取引等を提供したりすることが許されるかどうか、そし
て、この場面で、それらの提供を受けようとする者にどのような権利の
侵害が存在するかが問われる。確かに、こうした問題自体は、金融取引
等の実行にAIが関与するかどうかにかかわらず発生する。融資や信用
供与等の場面では、その可否と額や枠等の決定に際して一定の審査がさ
れるため、例えば、外国人に対する住宅ローンについて永住資格がある
ことを要件とすること等によって、一定の属性や状態等を持つ者に対し
て契約の締結が拒否されることもある（１０３）。また、より一般的にいえば、
人種、国籍、民族的出自、出身地、性別、性的アイデンティティ、宗
教、障害、年齢、所属団体等に応じて、これらの属性や状態等を持つ者
が契約の締結を拒まれたり、不利益な契約の締結を余儀なくされたりす
ることもある（１０４）。しかし、金融取引等の実行にAIが介在するとこれら
の適否の審査に利用されうる情報の取得可能性が格段に広がるため、こ
の問題はより深刻化する。この問題においては、人が金融取引等に係る
契約の締結の可否とその内容についての判断や評価を受けるに際して、

()１０２ 人がある者により自発的に供与されていない情報を他の取得情報に基づ
き予測的に推知することは不可能ではないものの、その規模、速度、信頼
性は、アルゴリズムが介在する場合に比べてはるかに劣る。
()１０３ これは、東京高判平成１４年８月２９日金判１１５５号２０頁の事案である。
()１０４ 注()１３２で引用する各裁判例の事案を参照。
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過去の自分にいつまでも拘束され、例えば、保険契約の締結の場面で遺
伝情報等の自己の意思ではどうすることもできない事柄により規定され
てしまうことを（１０５）、より一般的な文脈でいえば、人がデータが何を物
語るかによって定められ（１０６）、過去の言動の囚人になること（１０７）をどのよ
うに評価するかが重要となる。
次に、想定事例⑧でみられるように、金融取引等の提供者が、それら

の提供を受けようとする者に関わるプロファイリングやそれに依拠した
スコアリングの結果に基づいて、金融取引等の提供を拒んだり、その者
にとって不利益な金融取引等を提供したりすることが許されるかどう
か、そして、この場面で、それらの提供を受けようとする者にどのよう
な権利の侵害が存在するかが問われる。この問題においては、例えば、
金融取引等の提供とその内容の判断に関して、過去に一定の属性や状態
等に応じて差別的取扱いがされていたとすると、プロファイリングやス
コアリングに際して用いられた学習データに含まれるバイアスの影響や
過少代表等に起因して、こうした過去の差別的取扱いが現時点において
も再生産されてしまうこと（１０８）、また、その判断において個人の具体性
がそぎ落とされてしまう結果、セグメント化に基づいて新たな差別的取
扱いがされてしまうこと（１０９）等をどのように評価するかが重要となる。
より広く捉えれば、これは、アルゴリズムによる人の判断や選別につい

()１０５ 山本龍彦「AIと「個人の尊重」」福田雅樹ほか編『AIがつなげる社会――
AIネットワーク時代の法・政策』（弘文堂・２０１７年）３３５頁以下、同・前掲注
36「AIと憲法問題」４７頁、同・前掲注36「AIと個人の尊重」７７頁以下、同
「個人の尊厳・自律とAIによる評価」ビジネス法務２０１８年２月号７６頁、同・
前掲注36「ロボット・AI」９５頁等。健康増進型保険について、宮下紘「個
人情報保護法は基本的人権か？」庄司克宏編『インターネットの自由と不
自由――ルールの視点から読み解く』（法律文化社・２０１７年）６６頁以下、福岡
編・前掲注⒆３８９頁以下〔松村英寿〕等。
()１０６ ジョン・チェニー＝リッポルド（高取芳彦訳）『WE ARE DATE：アルゴ
リズムが「私」を決める』（日経BP社・２０１８年）。
()１０７ ビクター・マイヤー・ショーンベルガー＝ケネス・クキエ（斉藤栄一郎
訳）『ビッグデータの正体：情報の産業革命が世界のすべてを変える』（講談
社・２０１３年）２８６頁。
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て、データ教とデータ至上主義（１１０）、データリッチ市場（１１１）、監視資本主
義（１１２）等と呼ばれる現象が提起している現代的な問題の一つであり、自
動化バイアスとテクノソリューショニズムを背景として（１１３）、データ化
された要素とそれらの要素がうまく当てはまる定量的理念型に基づいて
のみ個人を判断することが適切かどうか（１１４）、人が確率という名の牢獄
に閉じ込められ（１１５）、アルゴリズムという数学破壊兵器により選別され
ることが適切かどうか（１１６）、より批判的な言説に従えば、マジョリティ
に特権を与えマイノリティを不利益に扱う、どこでもないところからの

()１０８ 山本・前掲注()１０５「AIと「個人の尊重」」３２５頁以下、同「個人主義とセグ
メント主義の相剋（覚書）――「パーソナライズド」の意味」情報法制研究
２号（２０１７年）５３頁、同・前掲注36「ロボット・AI」８４頁以下、同・前掲注
36「AIと憲法問題」４４頁以下、同・前掲注36「憲法の基本原則」６６頁以下、
駒村圭吾「「法の支配」vs「AIの支配」」法教４４３号（２０１７年）６６頁、宮下紘「個
人情報保護か？テロ対策の監視か？」庄司編・前掲注()１０５１０２頁以下等。与信
について、小塚荘一郎『AIの時代と法』（岩波書店・２０１９年）５１頁以下、森田
岳人＝山本俊之＝渡邊道生穂「与信AIに法規制はなされるか――差別・公
平性の観点から――」金法２１８７号（２０２２年）２６頁以下等。
()１０９ 山本・前掲注()１０５「AIと「個人の尊重」」３２３頁以下、３３３頁以下、同・前掲
注36「AIと憲法問題」２３頁以下、４３頁以下、同・前掲注36「AIと個人の尊
重」６７頁以下、同・前掲注36「ロボット・AI」８７頁以下、同・前掲注36「信
用スコア」２６頁、同・前掲注36「憲法の基本原則」６７頁以下、河嶋春奈「AI
と尊厳」山本編・前掲注36２４９頁以下等。
()１１０ ユヴァル・ノア・ハラリ（柴田裕之訳）『ホモ・デウス（下）――テクノロ
ジーとサピエンスの未来』（河出書房・２０１８年）２０９頁以下、同（柴田裕之訳）
『２１Lessons――２１世紀の人類のための２１の思考』（河出書房・２０１９年）６９頁
以下。
()１１１ ショーンベルガー＝ランジ・前掲注22。
()１１２ ショシャナ・ズボフ（野中香方子訳）『監視資本主義：人類の未来を賭け
た戦い』（東洋経済新聞社・２０２１年）。
()１１３ ライアン・前掲注26３７頁以下。
()１１４ チェニー＝リッポルド・前掲注()１０６。
()１１５ ショーンベルガー＝クキエ・前掲注()１０７２４４頁。
()１１６ キャシー・オニール（久保尚子訳）『あなたを支配し、社会を破壊する、
AI・ビッグデータの罠』（インターシフト・２０１８年）。
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眺めでない白人至上主義に根差した仕組みに（１１７）、人が判断されたり選
別されたりすることが適切かどうかという深遠な問いに連なる。
最後に、想定事例⑦や想定事例⑧で用いられているような金融取引等

の実行方法が普及すると、想定事例⑨でみられるように、人はよりよい
金融取引等を得るために自己の言動等を変容させなければならず、ま
た、不透明性というAIの特質に起因する反論可能性の乏しさと相まっ
て、どのように自己の言動等を変容させればよいか分からない状況に置
かれうる。そのため、金融取引等の提供者が、こうした状況を作り出
し、これらの提供を受けようとする者の行動自由や自己決定を制約する
ことの当否が問われる。もっとも、例えば、よりよい条件でローンを組
んでもらうためにやるべきこと、やってはならないことについての情報
が流布していること等からも分かるとおり、こうした状況の一端はこれ
までにも存在した。また、仮にある金融取引等の実行にAIが介在する
ことによって、これらの提供を受けたいと希望する人の行動にこれまで
よりも大きな変容が求められるようになるとしても、他に代わりとなる
金融取引等の選択肢があり、上記のような状況から容易に離脱すること
ができるとすれば（１１８）、一定の行動変容を要請するプロファイリングや
それに依拠したスコアリング等による判断や選別は、それが差別的な結
果をもたらさず、プライバシー等を侵害しない限りにおいて、少なくと
も民法の世界では、私的自治の枠内に収まる。確かに、上記のような状
況が金融取引等の実行の場に限らず私生活のほとんど全てに及び（１１９）、

()１１７ ヤーデン・カッツ（庭田よう子＝下地ローレンス吉考訳）『AIと白人至上
主義：人工知能をめぐるイデオロギー』（左右社・２０２２年）。
()１１８ これに対して、離脱可能性のない国家が国民管理の手法としてプロファ
イリングやスコアリングを用いるとき、デジタル・レーニン主義の企ての
脅威が生ずる。大屋雄裕「個人信用スコアの社会的意義」情報通信政策研
究２巻２号（２０１９年）２１頁以下、同「プロファイリング・理由・人格」稲葉
振一郎ほか編『人工知能と人間・社会』（勁草書房・２０２０年）２９０頁以下。
()１１９ 中国における試みと（柏木亮二「信用のプラットフォーム「芝麻信用」」
金融ITフォーカス２０１７年１０月号１４頁以下、梶谷＝高口・前掲注36等。）、そ
の拡大に対する懸念は、そのような社会の可能性と危険性を示唆する。
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特定の私法上の主体が、アルゴリズムという媒体を介し人を操るビッ
グ・アザーの力を借りて（１２０）、デジタル・ナッジを超え、人々の行動自
由や自己決定を支配するようになれば、民法の問題としてもそのことが
深刻に問われざるをえないものの、現在および近い将来における金融取
引等の実行の場に考察の対象を限定すれば、こうした危険性は少ない。
そのため、⑶では、本稿の検討対象に鑑み、この最後の問題はそれ自体
としては扱われない。

⑵ 情報の取得の次元に関わる法的課題における権利保障のあり方
情報の取得の側面との関連で浮かび上がらせた問題についていえば、

金融取引等の提供者が、適正な手続きをとることなく、それらの提供を
受けようとする者によって供与されていない情報を、アルゴリズムと他
の取得情報に基づき予測的に推知すること、そして、その予測した情報
を利用したり開示したりすることは、プライバシーの侵害に当たると考
えられる（１２１）。
確かに、伝統的には、私領域へと侵入し平穏な私生活を送る利益を害

すること、判断枠組みを変質させ平穏な社会生活を送る利益を害するこ
と等に加えて、特定の個人情報を本人の許可なく取得したり、目的外で
利用したり、開示したりすることが、プライバシーの侵害に当たるとさ
れてきた（１２２）。これによると、本人が知られたくないものを知られない
こと、利用されないこと、開示されないことがプライバシーの中身とな
り、AIにより知られている部分から本人が知られたくないものを予測
されないこと、その予測の結果を利用されないことや開示されないこと
は、プライバシーの内容とならない（１２３）。しかし、現在においてアルゴ
リズムによる個人情報の予測的推知が広まり、近い将来においてそれが

()１２０ ズボフ・前掲注()１１２４３０頁以下。
()１２１ この点については、拙稿・前掲注31４７頁以下も参照。
()１２２ このような整理の仕方について、窪田充見編『新注釈民法⒂債権⑻』（有
斐閣・２０１７年）５２６頁以下〔水野謙〕等。
()１２３ 栗田昌裕「民事裁判例におけるプライバシー」NBL１１００号（２０１７年）４３頁
以下、窪田編・前掲注()１２２５４４頁〔水野謙〕等。
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ますます拡張していくと予想されることに加えて、⑴で言及したとお
り、それが人にもたらしうる脅威がさまざまな論者によりさまざまな形
で指摘されていることを踏まえると、本人が知られたくないものを知ら
れないこと、利用されないこと、開示されないことだけをプライバシー
の中身とすることは適切さを欠く。こうした状況のもとでは、知られて
いる部分から本人が知られたくないものを予測され、その結果を利用さ
れたり開示されたりする場合であっても（１２４）、これまでのさまざまな議
論でプライバシーの中身とされてきたもの、すなわち、その人の自律的
な生、人格的自律、社会的評価から自由な領域で評価を受けない利益、
自己イメージのコントロール等は損なわれうるからである（１２５）。
また、本人が知られたくないものが予測され、その結果が利用され、

開示されたときには、当該本人に具体的な不利益が発生したかどうかに
かかわらず、例えば、ある者がプロファイリングやそれに依拠したスコ
アリングの結果に基づいて契約の締結を拒否されたり不利益な契約の締

()１２４ 知られたくないものを開示されないことが法的保護に値する利益に該当
するという判例の枠組みに従い（例えば、みだりに前科等に関わる事実を公
表されないことについての法的保護に値する利益〔最判平成６年２月８日
民集４８巻２号１４９頁。〕、犯人情報および履歴情報を公表されない法的利益
〔最判平成１５年３月１４日民集５７巻３号２２９頁。〕、少年保護事件に関する少年
のプライバシーに属する情報を公表されない法的利益〔最判令和２年１０月
９日民集７４巻７号１８０７頁。〕等がこれに当たる。）、かつ、知られたくないも
のを知られている部分から浮かび上がらせることも、知られたくないもの
を知られることと同様の法的評価を受けるという理解の仕方を前提とすれ
ば、知られたくないものを知られている部分から予測した結果を開示され
ないことも法的保護に値する利益に該当するというべきである。
()１２５ 山本龍彦『プライバシーの権利を考える』（信山社・２０１７年）１０９頁以下、
１４７頁以下〔初出・２０１５年〕、２６５頁以下〔初出・２０１６年〕、同「プロファイ
リング規制の現状」NBL１１００号（２０１７年）２４頁、同・前掲注36「憲法の基本
原則」６３頁以下、小塚・前掲注()１０８７６頁以下、成原慧「データの世紀におけ
るプライバシー」法セ７８９号（２０２０年）７０頁、宍戸常寿ほか編『AIと社会と法
――パラダイムシフトは起きるか？』（有斐閣・２０２０年）３１６頁以下〔山本龍
彦〕等。また、山本龍彦「自己情報コントロール権について」憲法研究４
号（２０１９年）４３頁以下も参照。

《論 説》
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結を余儀なくされたりしたかどうかにかかわらず、プライバシーの侵害
が認められるべきである。というのは、知られたくないものを予測さ
れ、その結果を利用され、開示された者は、これらの事実それ自体に
よって、具体的な不利益の有無にかかわりなくその自律的な生等を妨げ
られているからである。この点との関連では、従前の裁判例が、特定の
個人情報の取得、利用、開示の各場面で、本人に具体的な不利益が生じ
たかどうかにかかわらずプライバシーの侵害を認めていることが参考に
なる（１２６）。

⑶ 情報の利用の次元に関わる法的課題における権利保障のあり方
次に、情報の利用の側面との関連で浮かび上がらせた問題について

は、民法のルールによらない規律を設けることで対応することも考えら
れる。市場原理により、差別的な判断を含むAIを用いている特定の金
融取引等の提供者を排除したり、差別的な判断を含むAIを取り除いた
りする法外の対応策（１２７）、業法的なルールやソフトローにより、金融取
引等の可否とその内容を判断するAIの利用を禁止したり、こうしたAI
を利用する事業者等に対しシステム上の規制やガバナンスの規制を課し
たりする対応策（１２８）、または、その対象を金融取引等の実行の場で用い
られるAIに限定することなく、例えば、EUのAI規則案にみられるよう
に（１２９）、AIに含まれるリスクの程度に応じてさまざまな規制を設定する
対応策等が想定される（１３０）。しかし、現時点では、不適切なAIを用いる

()１２６ 最判平成１５年９月１２日民集５７巻８号９７３頁を参照。この事案では、学籍番
号、氏名、住所、電話番号を開示された原告らには、そのことに起因する
具体的な不利益は生じていない。また、東京地判平成１５年６月２０日・前掲
注()１０１は、B型肝炎ウイルス検査の無断実施によるプライバシーの侵害を認め
る一方で、応募者が不採用となったことについて不法行為の成立を否定し
ており、本人に具体的な不利益が生じたかどうかにかかわらずプライバ
シーの侵害を認める形になっている。
()１２７ 大屋・前掲注()１１８「個人信用スコア」２０頁。
()１２８ 森田＝山本＝渡邊・前掲注()１０８６２頁以下。また、福岡編・前掲注⒆３４９頁以
下〔片桐秀樹、山本俊之〕も参照。

AIを用いた金融取引から生ずる民法上の諸問題に関する検討
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金融取引等の提供者または差別的な判断を含むAIの市場原理による排
除が適切に作用する保障はなく、また、後二者のような規制も存在しな
い。こうした状況のもとでは、また、仮にこれらの規制が設けられたと
しても、それらが私人間の契約に関わる規律でない以上は、想定事例⑦
や想定事例⑧のような紛争が生じた場合における私法上の規律のあり方
をAIの時代における人の権利保障という視点から検討してくことは必
要不可欠である。
ところで、AIと関係のない事案で差別的な契約締結の拒絶等が問題

となった事例をみると（１３１）、公に開かれた財やサービスの提供に関わる
契約、特にその取引の相手方が誰であるかという点が問題とされない財
やサービスの提供に関わる契約に関しては、財やサービスの提供者が、
これらの提供を受けようとする者の人種、国籍、民族的出自、出身地、
性別、性的アイデンティティ、宗教、障害、年齢、所属団体等に基づい
て、契約の締結を拒絶したり、契約の内容を不利益に扱ったりすること
は、差別的な取扱いを受けないという意味での人格権等を侵害するもの
として不法行為に該当するとされ、そこでは、非財産的損害の賠償が認
められている（１３２）。その際、上記のような諸属性や状態等を直接的な理

()１２９ その概要について、岡田淳＝桑原秀明＝蔦大輔「AIに関するEU規則案の
概要（上）（下）――日本におけるアプローチとの比較」NBL１２０１号（２０２１年）５２
頁以下、１２０２号６８頁以下等。
()１３０ EU規則案では、許容することができないリスクを伴うため禁止される
AI、高いリスクをもたらすため一定の要件の充足が要求されるAI、限定的
なリスクをもたらすため透明性の確保が必要になるAI、リスクがほとんど
ないAIが区別されている。
()１３１ この問題については、大村敦志『不法行為判例に学ぶ：社会と法の接点』
（有斐閣・２０１１年）１９５頁以下、吉田克己『市場・人格と民法学』（北海道大学
出版会・２０１２年）６７頁以下、茂木明奈「性的マイノリティの平等処遇――静
岡地浜松支判平成２６年９月８日を契機として」白鴎２３巻２号（２０１７年）１１７頁
以下、城内明「判批」Watch２４号（２０１９年）６９頁以下等のほか、拙稿「不法
行為法と人の法――多様性と共通性という視点から――」新美育文ほか編
『不法行為法研究④』（成文堂・近刊予定）、同「不法行為法と人の法――実
体と属性という視点から――」本誌掲載予定。

《論 説》
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由とする不利益処遇のみならず、一見すると中立的であるものの差別的
な効果をもたらす基準による間接的な不利益処遇も否定的に捉えられて
いる（１３３）。また、契約の締結に向けた交渉が開始され進捗したにもかか
わらず、最終的に上記のような諸属性や状態等を理由に契約の締結が拒
絶された場合には、いわゆる交渉挫折類型に関する判例の判断枠組みに
従って（１３４）、契約成立への正当な期待等の侵害を理由とする不法行為に

()１３２ 東京地判平成７年３月２３日判時１５３１号５３頁（外国籍であることを理由とす
るゴルフクラブ法人会員登録者の変更申請の拒絶。）、静岡地浜松支判平成
１１年１０月１２日判時１７１８号９２頁（外国人であることを理由とする宝石店からの
退店要求。）、札幌地判平成１４年１１月１１日判時１８０６号８４頁（外国人であること
を理由とする公衆浴場の利用拒絶。控訴審の札幌高判平成１６年９月１６日平
１４（ネ）４９８号、平１５（ネ）３５２号も同旨である。）、東京地判平成１６年９月１６日
平１５（ワ）１４３８６号（外国人であることを理由とする飲食店からの退店要求と
入店拒否。）、東京地判平成２４年１１月２日平２４（ワ）６７５３号（精神障害者保健福
祉手帳の交付を受けていることを理由とするインターネットカフェの入店
拒絶。）、静岡地浜松支判平成２６年９月８日判時２２４３号６７頁（女性への性別変
更の審判を受けた者に対するゴルフクラブへの入会拒絶。）、大阪地判平成
２９年８月２５日判時２３６８号２３頁（外国人であることを理由とする加盟店契約に
関する無料資料送付サービスの拒絶。）。また、東京地判令和４年５月１９日
令１（ワ）１６１４６号（女性であることを理由とする大学医学部の受験生への不
利益な取扱い。共通義務確認請求について、東京地判令和２年３月６日判
時２５２０号３９頁。）、東京地判令和４年９月９日平３１（ワ）７１７５号、平３１（ワ）
１０２８５号、令１（ワ）３４５２９号、令２（ワ）１１８１７号（同上。共通義務確認請求に
ついて、東京地判令和３年９月１７日令１（ワ）２８０８８号。）。更に、国家賠償法
に関わる事案であるが、神戸地判平成４年３月１３日判時１４１４号２６頁（筋ジス
トロフィーにり患した入学志願者に対する入学不許可処分。ただし、教育
を受ける権利の侵害が問題とされている。）、東京高判平成９年９月１６日判
タ９８６号２０６頁（同性愛者団体からの青年の家の利用申込みの不承認。ただ
し、宿泊利用権の侵害が問題とされている。原審は、東京地判平成６年３
月３０日判時１５０９号８０頁である。）。なお、和歌山地判平成２８年３月２５日判時
２３２２号９５頁も参照（反捕鯨団体の設立者である外国人に対するクジラ博物館
への入館拒絶。ただし、人種等を理由とする差別は否定され、情報取得行
為の阻害が問題とされている。）。
()１３３ 茂木・前掲注()１３１１２３頁以下。

AIを用いた金融取引から生ずる民法上の諸問題に関する検討
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基づく損害賠償が認められている（１３５）。
これに対して、公に開かれていない財やサービスの提供に関わる契

約、特にその取引の相手方が誰であるかという点が重要な意味を持つ財
やサービスの提供に関わる契約に関しては、契約における相手方選択の
自由と契約内容の自由を背景として、財やサービスの提供者が契約の相
手方を選別したからといって、または、その相手方に応じて契約の内容
に差を設けたからといって、直ちに不法行為が成立するものとはされて
いない（１３６）。とはいえ、不法行為の成立が否定されるためには、選別や
不利益的な取扱いに関する目的の正当性と手段の適切性を審査して、相
手方の選別や不利益的な取扱いが合理的に正当化されるものでなければ
ならない（１３７）。例えば、外国人に対する住宅ローンについて永住資格が
あることを要件とする規定について、裁判例では、返済可能性等の観点
からその正当性が説かれているものの（１３８）、たとえ返済可能性を考慮す
るという目的が正当であるとしても、永住資格を有する者が海外に出国
し資産を移してしまえば返済可能性が乏しくなることに変わりはないこ

()１３４ 最判昭和５８年４月１９日判時１０８２号４７頁、最判昭和５９年９月１８日判時１１３７
号５１頁、最判平成１９年２月２７日判時１９６４号４５頁等。筆者による交渉挫折類
型に関する判例の整理として、拙稿「判批」池田眞朗ほか編『判例講義民
法Ⅱ（新訂第３版）』（勁草書房・２０２３年）１３頁以下。
()１３５ 大阪地判平成５年６月１８日判時１４６８号１２２頁、京都地判平成１９年１０月２日
平１８（ワ）１５６号。いずれも外国人が外国籍であることを理由にマンションの
賃貸借契約の締結を拒絶された事案である。同種の事案で国に対する損害
賠償請求が棄却された事例として、大阪地判平成１９年１２月１８日判時２０００号
７９頁。
()１３６ 注()１３８で引用する裁判例のほか、東京地判昭和５６年９月９日判時１０４３号７４
頁（帰化外国人がゴルフクラブの入会を拒絶された事案でその閉鎖性を理由
に損害賠償請求が棄却された事例。）、東京高判平成１４年１月２３日判時１７７３
号３４頁（在日韓国人が外国籍であることを理由にゴルフクラブの入会を拒絶
された事案でその閉鎖性と不利益の限定性を理由に損害賠償請求が棄却さ
れた事例。）等。
()１３７ 吉田・前掲注()１３１８２頁以下、茂木・前掲注()１３１１２４頁以下。
()１３８ 東京高判平成１４年８月２９日・前掲注()１０３およびその原審である東京地判平
成１３年１１月１２日判時１７８９号９６頁。

《論 説》
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と等を踏まえると、永住資格の有無という画一的な基準を設定すること
は手段として適切であるとはいえず、上記の規定は正当化されないと考
えられる（１３９）。
こうした考え方によれば、想定事例⑦のように、一定の属性や状態等

を直接的な基準とする場合だけでなく、想定事例⑧のように、プロファ
イリングやそれに依拠したスコアリングに基づく一定の属性や状態等の
推測を基準とする場合であっても、金融取引等の提供者が、こうした基
準を用いて、これらの提供を拒絶したり、その内容を不利益なものとし
たりすることは、差別的な取扱いを受けないという意味での人格権等を
侵害するものとして不法行為を構成する。もとより、一定の金融取引等
はその相手方が誰であるかという点が重要な意味を持つが、そうである
としても、相手方を選別したり、相手方が誰であるかに応じてその内容
に差を設けたりするために、一定の属性や状態等の存在という画一的な
基準を設定することは、手段として正当性を持つとはいえない。
とはいえ、このような構成だけに依拠すると、想定事例⑦と想定事例

⑧で金融取引等の提供を拒絶されたり、その内容で不利益な取扱いを受
けたりした者は、⑵で示したような理解の仕方を前提としたプライバ
シーの侵害と差別的な取扱いを受けないという意味での人格権等の侵害
を理由とする非財産的損害の賠償しか得ることができない可能性がでて
くる。また、交渉挫折類型の判例の判断枠組みを応用することができる
程度に取引の実現に向けた交渉が進捗していれば、交渉の進展を理由と
する取引実現への正当な期待という権利の価値的な回復および実現のた
めに、取引の実現に向けた交渉が行われなかった状態への回復という視
点のみならず、場合によっては、交渉が進展した状態の実現という視点
からの損害賠償額の算定があってよく、この見方によれば、理論的には
取引が実現していれば得ることができたであろう利益の一部に相当する
額の賠償が肯定されうる（１４０）。しかし、こうした損害賠償額の算定方法

()１３９ 吉田・前掲注()１３１８２頁以下、茂木明奈「差別的理由による契約関連資料送
付の拒否と民事責任（大阪地判平成２９年８月２５日判時２３６８号２３頁）」白鴎２６
巻２号（２０１９年）３２９頁以下。
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は、金融取引等の実行の場でAIが用いられる事案との関連ではほとん
ど機能しないと考えられる。というのは、この事案では、通常その交渉
が進展する前の入り口の段階でAIにより相手方の選別がされるため、
取引等の提供を拒否された者において交渉の進展を理由とする取引実現
への正当な期待が形成されるという事態を想定することは困難だからで
ある。
しかし、ある者に取引の実現または一定の内容を持つ取引の成立への

正当な期待が形成されるのは、そのための交渉が進捗した場面に限られ
ないのではないか。公に開かれた財やサービスの提供に関わる契約、特
にその取引の相手方が誰であるかという点が問われない財やサービスの
提供に関わる契約が問題となる場合においては、また、そうでなくて
も、公に開かれていない財やサービスの提供者がその取引の相手方が誰
であるかを問題にしないかのような状況を作り出している場合において
は、これらの財やサービスの提供を受けようとする者には、誰であって
もそれらに関する契約を締結することができるという合理的な期待や、
誰であっても理由なく不利益を受けない形で契約を締結することができ
るという合理的な期待が生ずるはずである。それにもかかわらず、財や
サービスの提供者がこうした期待を裏切り、契約の締結を拒絶したり、
その内容において不利益な取扱いをしたりした場合には、正当な期待の
侵害を理由とする不法行為の成立を介して（１４１）、これらの財やサービス
を受けようとする者に一定の契約の成立を通じて獲得しようとした利益
が存在したことを条件に、契約が締結されていれば、または、不利益で
ない契約が実現していれば得ることができたであろう利益の全てに相当
する額の損害賠償は認められないとしても、その一部に相当する額の損
害賠償が認められるべきである（１４２）。
プロファイリングやそれに依拠したスコアリング等が普及すると、そ

れらが用いられていない場面と比べてより広範囲にわたり一定の属性や

()１４０ この点については、文献および判例と裁判例の所在も含めて、拙稿「取
引的不法行為と純粋経済損失の算定基準・補論――権利の価値的な回復及
び実現という視角からの検討――」筑波ロー３１号（２０２１年）４２頁以下。
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状態等を理由とする不利益処遇がされる可能性がある。こうした危険性
が現実的に危惧されている状況のもとでは、上記のような事情が存在し
ていることを条件として、取引の成立または不合理な不利益を受けない
形での取引の実現に対する正当な期待が生じうることを正面から認め、
その保護を図っていくことが求められる。もとより、一定の金融取引等
では、その相手方が誰であるかという点が重要な意味を持つ。そのた
め、金融取引等の提供を受けようとする者について、誰であってもこれ
らにアクセスすることができるがゆえに自分もこれらの提供を受けるこ
とができるという正当な期待が生ずることを簡単に認めることはできな
い。とはいえ、金融取引等の提供者が、その取引の相手方が誰であるか

()１４１ この点については、大阪地判平成２９年８月２５日・前掲注()１３２が参考になる。
同判決は、Yがその募集する加盟店契約に関する無料の資料請求サービス
との関連でXが外国籍であることを理由にXへの資料送付を拒絶した事案
で、Yが一般公衆に対し請求しさえすれば誰であっても資料送付を受けら
れるとの合理的期待を抱くような状況を作り出していたことをあげ、請求
者の属性のみを理由に合理的な根拠なく資料送付を拒否することが請求者
の合理的期待を裏切り人格権を侵害するものとして不法行為に該当すると
している。この判決では、人格権侵害だけでなく合理的期待の侵害が措定
され、後者の構成により、契約交渉の初期段階においても差別的な契約締
結の拒絶が不法行為を構成するという結論が導かれている（この点について
は、茂木・前掲注（１３９）３２７頁を参照。）。
()１４２ これは、最決平成１６年８月３０日民集５８巻６号１７６３頁およびその原審と
原々審である東京高決平成１６年８月１１日金判１１９９号３頁と東京地決平成１６
年７月２７日金判１１９９号９頁ならびに東京地判平成１８年２月１３日判時１９２８号
３頁をめぐる学理的な議論の中で強調された視点でもある。中山裕介「独
占交渉権の有用性と限界――UFJグループ統合交渉差止仮処分事件をめ
ぐって――」金法１７２９号（２００５年）６２頁、畑郁夫「最近の大型企業統合（M＆
A）紛争を巡る法的諸問題について――住友信託 vs. UFJ経営統合交渉破綻
仮処分事件に即して――」民商１３２巻１号（２００５年）３２頁以下、松本恒雄「M
＆A基本合意書の拘束力と損害賠償の範囲」金判１２３８号（２００６年）５頁、中
東正文「積極的な法創造を」金判１２３８号（２００６年）９頁、同「判批」野村修
也ほか編『M＆A判例の分析と展開』（経済法令研究会・２００７年）２２４頁等。
また、吉川吉樹「判批」判評５７５号（２００７年）４頁の分析も参照。
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を問題にしないかのような状況を作り出すことはありうる。また、その
取引の相手方が誰であるかが基本的には問題とならない金融取引等も存
在する。こうしたときには、AIの判断により不合理な形で金融取引等
の提供を拒絶されたり、不利益な内容の取引等を強いられたりした者に
は、諸状況に照らして、これらの提供を受けること、または、それらの
内容につき理由なく不利益を受けないことへの正当な期待が生ずること
を認めうるのではないかと思われる。
以上のように、情報の利用の次元に関わる法的課題との関連では、

AIによって推測された特定のセグメントに属することを理由に差別的
な取扱いを受けないという意味での人格権、および、場合によって、
AIによって推測された特定のセグメントを捨象した契約の締結や不当
でない契約への合理的な期待の保護が図られなければならない。そし
て、GDPRでみられるような、プロファイリング等の自動化された判断
のみに基づいた決定に服さない権利は（１４３）、現時点では明確な形で肯定
されていないものの、その内容を現在の法状況に即して、かつ、私法上
の権利として再構成すれば、上記のような二つの権利として具体化され
うると考えられる。
⑵および⑶における検討によれば、金融取引等の実行の場でAIが用

いられるという状況が普及した場合には、AIと関係のない事案を通じ
てこれまで認められてきた諸法理による権利保障を強化すること、より
具体的にいえば、プライバシー、差別的な取扱いを受けないという意味
での人格権、取引の成立や不利益でない取引の実現への正当な期待と
いった権利を鍛えていくことが必要となる。そして、こうして鍛えられ
た権利は、全ての人が自らの意思に基づいて差別を受けることなく自己
に適した金融取引等にアクセスすることができることというSDGsの目
標の達成に向けた重要な基盤となる。

()１４３ 山本・前掲注()１２５「プライバシー」２７１頁以下〔初出・２０１６年〕、同・前掲
注36「ロボット・AI」８８頁以下等。
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おわりに

AIを用いた金融取引等の実行は、誰ひとり取り残さない形で、また、
それぞれの人に適した形で、市民を金融取引等に包摂することという
SDGsの目的を達成するための手法として有用である。もっとも、その
ためには、自己決定と非差別を前提とした金融取引等への包摂とパーソ
ナライズドの基盤となる私法上の権利保障のあり方が問われなければな
らない。一方で、金融取引等の開始またはそれ以前の段階で、すなわ
ち、これらの勧誘や契約締結過程の一定の段階で、これらの提供者にそ
の遵守が求められている義務や行為規範の履行手段としてAIが用いら
れる場合には、AIと関係のない事案を通じて形成された諸法理を適用
することにより、これらの提供を受けようとする者の権利、例えば、自
己決定ないし意思決定の権利、財産権、人格権、生存権等は十分に保障
される。他方で、金融取引等の提供の可否およびこれらの内容を判断す
るためにAIが用いられる場合には、AIは、その学習性や不透明性と
いった特性のために、差別的かつ非人間的な帰結を生じさせ、その結
果、SDGsの各目標や各ターゲットの達成を妨げる可能性を持つ。しか
し、AIと関係のない事案を通じて形成された諸法理により認められて
きた権利の内容を問い直し、特に、プライバシー、差別的な取扱いを受
けないという意味での人格権、取引の成立や不利益でない取引の実現へ
の正当な期待といった権利を鍛えていくことで、つまり、人の自律的な
生に関わる権利をAIの時代に即しつつ再構成していくことで、こうし
た問題を回避することは可能である。そして、これらの鍛えられた権利
は、誰ひとり取り残さない形で自己決定と非差別を前提とした金融取引
等への包摂を実現するために必要不可欠な基盤となり、これらの権利保
障を介して、SDGsの各目標や各ターゲットに反する結果が予防され、
それが生じた場合の事後的救済が図られる。
AIを用いた金融取引等との関連では、なお解決されなければならな

い法的課題は存在する。Ⅰ１⑶で示したいくつかの問題は、その代表的
な例である。特に、AIを用いた金融取引等の実行とAIを利用したそれ
らの規制手段それ自体を法的に分析し、民法法理により基礎づけていく
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ことは、これらを普及させていくうえで、また、SDGsの各目標と各
ターゲットの達成に向けた前提条件を構築するという意味でも、喫緊の
課題となる。

〔付記〕
本稿は、科学研究費補助金・基盤研究C「現代における「人の法」の

構想――民事責任法の諸問題を起点として――」（課題番号２０K０１３８８）、
トヨタ財団・特定課題「健全な資本市場形成のための不正会計検知AI
モデルの実用化――会計学・法学・統計学の３領域に実務家の視点を加
えた融合研究」（助成番号D２０―ST―０００９）による研究成果の一部である。
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